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本年１月の「経済財政の中長期試算」の概要（財政の姿）


• 慎重シナリオ（2020年度までの平均で名目１％台半ば、実質１％強の成
長）の下で、社会保障・税一体改革により、2015年度の国・地方、ならびに
国の基礎的財政収支は、それぞれ対ＧＤＰ比▲3.3％程度、▲3.6％程度


• 2015年度について、仮に消費税率の10％への引上げ後における社会保


障・税一体改革による影響を平年度化（注）すると、国・地方、ならびに国の
基礎的財政収支の対ＧＤＰ比は、それぞれ▲3.0％程度、▲3.4％程度にな
ると考えられ、財政構造としては半減目標の水準が達成される姿


* 復旧・復興対策の経費及び財源の金額を除いたベース。
（注）2016年度における社会保障・税一体改革の影響について、改革を考慮した場合と仮に考慮しない場合


の基礎的財政収支の対ＧＤＰ比の差分（国・地方：1.5％ポイント程度、国：1.4％ポイント程度）を、仮に改
革を考慮しない場合の2015年度の基礎的財政収支の対ＧＤＰ比（国・地方：▲4.5％程度、国：▲4.8％


程度）に加算。


「経済財政の中長期試算」（平成24年１月24日内閣府）より
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財政運営戦略 
 


 


Ⅰ．基本的な考え方 
 


１．経済・財政の現状 
総じて我が国の経済は、1990 年代初頭のバブル崩壊以降、伸


び悩む状態が続いている。経済成長のための政策対応が十分な


効果を発揮せず、デフレからも脱却できなかったため、過去 10


年間、景気実感に近い名目値ではマイナス成長と、OECD 諸国の


中で最低の水準にとどまっている。 


一方で、財政は、歳出が税収等を大きく上回る状態が恒常的


に続き、過去 20 年間で我が国の国債残高は約 470 兆円増加して


いる。 


その要因を考えるために、これまでの我が国の財政の推移を


見れば、 


・ 1990 年頃には、バブルによる一時的な税収の大幅増により


財政収支が大きく改善したが、バブル崩壊以降、度重なる減


税や、景気低迷が長く続いた結果、過去 20 年間で約 210 兆円


の税収が消え去り、その分の国債残高の増加につながった。 


・ また、過去 20 年間、不況対策としても行われた公共事業の


拡大は、効率的な投資でなかったため、必ずしも成長に寄与


せず、約 60 兆円の国債残高の増加（注）につながり、こうし


た債務残高の累増が財政政策上の選択肢を狭めていくことと


なった。 


・ さらに、90 年代からの高齢化の進展による社会保障費の増


大は、過去20年間で約 150兆円の国債残高の増加につながり、


財政悪化の大きな要因となっている。 
（注）過去 20 年間の公共事業の拡大による国債残高の増加分は約 60 兆円


であるが、この間の公共事業費の累積額は約 200 兆円に上る。 


 


財政状況が深刻さを増してきているにもかかわらず、改善を


先送りできたのは、長期金利が上昇しなかったことが大きい。


その背景には、豊富な国内貯蓄の存在や、長引くデフレ・景気


低迷を反映した企業部門における資金需要の減少、家計・銀行・


公的セクターなどによる国内における安定的な国債保有構造と


いった、我が国独特の要因がある。 


しかしながら、こうした環境にいつまでも安住していられる


わけではない。高齢化による貯蓄率の低下というマイナス要因


平成２２年６月２２日 


閣 議 決 定 


参考資料２ 
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は、今後大きくなっていくと見込まれる。また、今後景気の回


復が続けば、設備投資の活性化等により、企業部門の資金需要


は回復していくことになり、これ自体は経済に必要なことであ


るが、他方で国債金利の上昇にもつながることとなる。 


 


２．財政破綻リスクへの断固たる対応 
ギリシャ等において財政不安が著しく高まるなど、公的債務


のリスクに対する内外の市場の目は厳しさを増している。 


我が国財政は、税収が歳出の半分すら賄えず、国及び地方の


長期債務残高も今年度末には対ＧＤＰ比 181%（うち普通国債、


地方債、交付税及び譲与税配付金特別会計借入金の合計である


公債等残高は 171％）に達し、OECD の統計においては純債務残


高も本年末にはＧＤＰ比で 100%を超え、さらに、これらは拡大


し続けると見込まれている。 


このような状況を放置して、ギリシャ等のように、国債市場


における我が国の信認が失われ、その結果、金利が大きく上昇


し、財政が破綻状態に陥るようなことがないようにしなければ


ならない。仮に、そのような状態になれば、言わば国としての


財政自主権が失われ、また、社会保障等の公共サービスの水準


が大きく低下し、我が国経済や国民生活に多大な悪影響が生じ


ることとなる。 


 


しかし、悲観する必要はない。国債市場から強制されること


なく、我々が自主的に対応できる今のうちに、なぜこれまで我


が国の経済が低迷し、財政の悪化が続いてきたのか、その原因


を正確に把握し、政治の強いリーダーシップによって改革に取


り組めば、我が国は十分に立ち直ることができる。まだ間に合


うし、間に合わせなければならない。 


   こうした認識の下に、新政権は、「財政運営戦略」と「新成長


戦略」を一体のものとして国民に提示し、その実現に向けて全


力を尽くしていく。 


 


３．過去からの教訓 
（１）非効率な公共投資 


教訓の第一は、予算の使い途についてである。これまで、膨


大な赤字を積み重ねて財政出動を行いながら、その成果を持続


的な経済成長につなげることができなかった。これは、我が国


では昨年秋の政権交代まで、長い期間ほぼ切れ目なく同じ政権


が続いたため、硬直化した歳出構造の改革が進まず、新たな雇
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用と成長に結びつかない分野への支出を続けてきたためである。 


日本が発展段階にあった 80 年代前半までは、需要不足を考え


る必要はなく、企業支援や生産力増強を目的とする社会資本整


備（鉄道や高速道路）が高い投資効果を上げ、そのまま経済成


長につながった。しかし、基礎的なインフラが整備され、十分


な供給力を持った 90 年代以降は、従来型のインフラへの投資効


率も低下する一方で、供給力に比べて需要が不足する状況とな


った。過去の政権はこのような社会構造・経済構造の変化を理


解せず、将来の成長産業を育てる明確な意思のないまま、既存


分野へのばら撒きを続けてきた。不況対策の名の下、財政出動


として行われた非効率な公共投資の拡大は、成長にも国民生活


の向上にもつながらず、巨額の財政赤字が積み上がる一方で、


地域はますます活力を失うという悪循環に陥った。 


現在のように民間活動だけでは十分な需要が生じない状況で


は、政府の経済政策の基本は、直接国民生活の質向上につなが


るモノ・サービスの提供による需要拡大策に舵を切る必要があ


る。特に、今後、高齢化の進展によって一層必要性の増す社会


保障などにおいて重点的な投資を行うことにより、財政資金の


有効活用も図りつつ、新たな需要や雇用を創出していくことが


できよう。しがらみを脱し、大胆な予算の使い途の見直しとメ


リハリ付けを行っていく必要がある。 


 


（２）歳入確保策の欠如 


教訓の第二は、必要な歳入改革を怠ってきたことである。 


我が国の近年の主な税制改革は、少子高齢化社会に対応する


ため、社会共通の費用を広く薄く分かち合うという考え方の下、


直接税中心の税体系から、所得、消費、資産等のバランスのと


れた税体系へ、という考え方を基本としてきた。 


しかし、実際には、急速な高齢化の進展により社会保障財源


の強化が必要であったにもかかわらず、安定的な財源を確保す


るための税制改革が先送りされ、これに景気が低迷する中での


度重なる減税や税収減が加わり、税収基盤が著しく弱体化した。 


財政の大きな役割は、政策実施に必要な費用を国民の間で分


担し、実施される政策を通じて富の再分配を図ることである。


租税により必要な財源を確保し、それを適切に活用すれば、総


体としては国民に多くの便益をもたらすとともに、経済成長に


もつなげることができる。しかし、我が国においては、政府の


予算の使い途に対する国民の不信感があったことや、政治の果


断なリーダーシップの欠如のために、財源確保のために必要な
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改革が実施されず、負担の先送りが続けられてきた。その結果、


毎年度、多額の借金を積み重ねる状態が続く状況の下で、国民


の将来への不安は増幅し、今や、そうした不安が景気回復に対


する重しともなっている。 


 


４．新たな成長戦略の実行 
我が国経済は、長期間デフレに悩まされてきたため、景気の


回復局面においても国民に回復の実感がなく、また、名目値で


見た税収もあまり増加せず、財政収支が悪化した。 


また、過去の政権が残してきた不必要な規制・制度による束


縛や、選択と集中の欠如のために、医療、介護、保育を始め様々


な分野において、国民が必要性を強く感じているにもかかわら


ず本来の需要が実現されてこなかった。さらには、これまで発


掘が不十分であった海外の需要もある。 


①環境・エネルギー分野、②医療・介護・健康分野、③アジ


アに関する分野、④観光・地域活性化分野、⑤科学・技術・情


報通信分野、⑥雇用・人材分野、⑦金融分野等において、規制・


制度の改革等により新たな需要を生み出し、市場や雇用を創出


することを通じて、我が国が本来有する成長力を発揮させ、日


本経済を本格的な回復軌道に乗せる必要がある。また、国民が


必要と感じている社会保障・福祉のサービス給付等を強化する


と同時に、国民にその分担（税・保険料）を求める政策パッケ


ージが需要や雇用を拡大する効果を持つことを踏まえ、経済・


財政・社会保障の一体的強化の観点から、新たな歳入増を主要


財源とし、需要・雇用創造が期待される分野の歳出に充てる一


体的強化のための政策パッケージなどの政策の検討を進める。


さらに、政府は、日本銀行と一体となって、デフレを終結させ


ることに全力を注いでいく必要がある。 


また、我が国経済は、現在、大きな需給ギャップを抱え、全


体として供給力が成長の制約になっているわけではない。しか


し、今後需給ギャップが解消すれば、供給面における成長制約


の可能性が高まっていくと考えられる。そのため、高齢者、女


性、若者等が就業や起業をしやすい環境の整備、人的資本の形


成、イノベーションの促進等の政策を税財政も含めて推進して


いく必要がある。 


こうした観点から、財政運営戦略と一体のものとして、新成


長戦略を実行することで、2020 年度までの平均で名目３％、実


質２％を上回る成長を目指す。 
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５．社会保障の再構築 
安定した社会保障制度は、国民の安心と希望を確保する礎で


ある。これまで、社会保障は負担面ばかりが強調され、経済成


長の足を引っ張るものとみなされる傾向があったが、新政権は


そのような立場には立たない。社会保障の強化により、国民は


安心してお金を消費に回すことができるようになる。また、社


会保障には雇用創出を通じて成長をもたらす分野が数多く含ま


れている。 


少子高齢化の進展等に伴い、今後、増大する支出の財源を安


定的に確保し、国民の信頼にこたえられる持続可能な社会保障


制度を再構築していかなければならない。そのためには、国、


地方、事業主、利用者本人それぞれが適切に役割分担を行い、


社会保障制度を社会全体で支えていく必要がある。 


その中で、増大する社会保障関係の支出を経済成長に効果的


につなげていく取組が求められる。 


このため、社会保障分野における選択と集中を進め、例えば


現金給付から雇用創出効果のある現物給付に重点を移すなどに


より、消費や雇用の拡大等、経済成長に与える効果の高い施策


に資源配分を重点化していくことが重要である。 


こうした社会保障関係の施策を実施する場合は、制度への安


心感・信頼感を高め、維持するために、その財源は、国債発行


によるのではなく、安定的な財源を確保する必要がある。 


また、国民に充実したサービスを提供するために規制の見直


しを行うとともに、国民が分担する費用が過大なものとならな


いよう、無駄の排除を徹底し、効率的な制度を構築する必要が


ある。 


 


６．新政権の財政運営戦略 


－国民の安心と希望のために－ 
医療、介護、保育といった分野に対して必要な資金投入を行


い、それを雇用の創出と経済成長へつなげていくことが望まれ


るが、その財源を安易に国債発行によって調達することは、国


民の安心や市場の信認を高め、維持することにはつながらない。


そもそも、これほど債務残高が累増している中で、国債発行に


依存し続ける財政運営は維持不可能であろう。 


我が国の財政の効率性を高めていくためには、徹底した無駄


の削減と予算の使い途の大胆な見直しは当然行わなければなら


ない。思い切った歳出改革を行い、徹底的に歳出を見直して必


要な財源を確保していくことが、まず何よりも必要である。ま
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た、「新しい公共」の下、国民のためのサービスを市民、企業、


ＮＰＯ等が提供していくことは、国民の満足度、幸福度を高め


ることになるとともに、結果として歳出の削減にもつながりう


る。 


しかし、公共サービスの縮減につながる歳出削減に限界を感


じる国民もいるだろう。 


そうであれば、必要な費用を国民の間で分担する、という考


え方に立ち、勤労世代の減少と高齢者の急増という人口構造の


変化も見据えながら、著しく弱くなってしまった税収基盤を速


やかに回復していくことが必要となる。すなわち、政権交代を


機に、これまで成し得なかった税制の抜本的な改革を進め、安


心の確保と成長につながる分野の歳出を国民全体で分担すると


ともに、これまであまりにも拡大した国債発行を減らしていく。 


このような大きな視野に立った歳入・歳出改革を行うことに


より、国民に将来への明るい希望を示し、「デフレが続いていく」


という意識を払拭して成長を促進すると同時に財政健全化も図


っていく。今、我々に求められているのは、このような新たな


発想に立った財政運営ではないか。こうした方向性を、これか


らの選択肢として考えていくべきである。 


現在の巨大な歳出と歳入のギャップや、今後の更なる高齢化


の進展等に伴う支出の一層の増大を踏まえれば、場当たり的な


対応では限界があることは明らかである。今後、どこまで歳出


削減を行うのか、どのように抜本的な税制改革を行い財源を確


保していくのか、逃げることなく、強い政治の意思によって、


国民に対して早期に選択肢を示し、改革を実施しなければなら


ない。 


 


こうした改革を通じて財源基盤を確保し、持続可能な財政・


社会保障制度の構築や生活の安全網（セーフティネット）の充


実を図ることが、雇用を創出するとともに、国民の将来不安を


払拭し、経済成長の礎となる。経済活性化、財政健全化、社会


保障の確立は一体の関係にある。経済成長による税収は財政健


全化のために不可欠であり、他方、経済成長のためには、財政


の持続可能性の確立が必須である。また、社会保障は財政の最


大支出項目であるとともに、重要な成長分野であり、その確立


によって、国民は消費を拡大することが可能になる。「強い経済」、


「強い財政」、「強い社会保障」の一体的な実現を目指す、こう


した取組こそが、新政権の「財政運営戦略」である。 
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Ⅱ．具体的な取組 
 


上記の基本的な考え方に立ち、財政健全化に向けて、下記の具


体的な取組を行っていくこととする。 


その際、以下の点に留意する。 


 


① 政府は、新成長戦略の目標とする経済成長率を達成するた


めに全力を尽くす。一方、財政健全化の道筋を示すに当たっ


ては、慎重な経済見通しを前提とすることを基本とすべきで


ある。そうすることにより、財政健全化の道筋の信頼性を高


めるとともに、もし高い経済成長が実現すれば、財政収支の


更なる改善という大きな果実を国民は手にすることができる。 


 


② 財政運営は、常に、客観的な経済見通し及び経済・財政の


展望を踏まえつつ、当面及び中長期の経済運営と一体的・整


合的に行っていくことが必要である。過去、過度に硬直的な


財政再建計画は結果的に頓挫
と ん ざ


してきた。こうした轍
てつ


を踏むこ


とのないよう、財政健全化への取組は、景気変動に対する柔


軟性を有するべきである。 


 


③ 最近、ギリシャ等において財政不安が著しく高まるなど、


公的債務のリスクに対する内外の市場の目は厳しさを増して


いる。我が国の財政運営に対する市場の信認を確保するため、


財政健全化への取組は正直であることを第一とし、国の会計


間の資金移転、赤字の付け替え等に安易に依存した財政運営


は厳に慎む。また、市場との対話を重視した国債管理を強化


するとともに、財政規律に対する政府の強い意思を内外に向


けて発信する必要がある。 


 


１．財政健全化目標 
 


（１）収支(フロー)目標 


残高目標を達成するために、以下のとおり、収支の改善を


図ることとする。 


① 国・地方の基礎的財政収支（プライマリー・バランス）に


ついて、遅くとも 2015 年度までにその赤字の対ＧＤＰ比を


2010 年度の水準から半減し、遅くとも 2020 年度までに黒字
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化することを目標とする。 


② 国の基礎的財政収支についても、遅くとも 2015 年度までに


その赤字の対ＧＤＰ比を 2010 年度の水準から半減し、遅くと


も 2020 年度までに黒字化することを目標とする。 


③ 2021 年度以降も下記（２）の残高目標にかかる達成状況を


踏まえつつ、財政健全化努力を継続する。 


 


（２）残高（ストック）目標 


2021 年度以降において、国・地方の公債等残高の対ＧＤＰ


比を安定的に低下させる。 


 


（３）進ちょく状況の公表・検証等 


当面の経済見通しや中長期の経済・財政の展望を踏まえつつ、


毎年度の予算概算決定後遅滞なく、各種財政指標の最新の状況


と、財政健全化目標の達成へ向けた進ちょく状況等を検証し、


公表する。 


なお、内外の経済の重大な危機その他の事情により財政健全


化目標の達成又は財政運営の基本ルールの遵守が著しく困難と


認められる場合には、財政健全化目標の達成時期等の変更や財


政運営の基本ルールの一時的な停止等の適切な措置を講じるも


のとする。こうした措置を講じる場合は、措置を講じる理由、


措置の内容・規模等を示した上で改めて閣議の決定を経るとと


もに、遅滞なく、財政健全化の経路へ復帰する道筋を示すもの


とする。 


 


２．財政運営の基本ルール 
  各年度の予算編成及び税制改正は、以下の基本ルールを踏まえ


て行うものとする。 


 


（１）財源確保ルール（「ペイアズユーゴー原則」） 


歳出増又は歳入減を伴う施策の新たな導入・拡充を行う際は、


原則として、恒久的な歳出削減又は恒久的な歳入確保措置によ


り、それに見合う安定的な財源を確保するものとする。 


 


（２）財政赤字縮減ルール 


上記の収支目標を達成するため、景気循環の状況等の要因も


踏まえ、原則として国債発行額の縮減や国債依存度の引下げ、


基礎的財政収支の改善など毎年度着実に財政状況の改善が図


られるよう、国の予算編成を行うものとする。 
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（３）構造的な財政支出に対する財源確保 


年金、医療及び介護の給付等の施策に要する社会保障費のよ


うな構造的な増加要因である経費に対しては、歳入・歳出の両


面にわたる改革を通じて、安定的な財源を確保していくものと


する。 


 


（４）歳出見直しの基本原則 


特別会計を含む全ての歳出分野における事務及び事業につ


いて、その内容及び性質に応じ、必要性、執行の効率性等の観


点から不断の見直しを行うことにより、歳出の無駄の排除を徹


底し、思い切った予算の組替えを行う。 


歳出の無駄の排除に資するため、事務及び事業の執行状況の


的確な把握及び開示により、執行状況の透明性の確保を図る。 


 


（５）地方財政の安定的な運営 


財政の健全化については、まず、国が本戦略に則り改革に取


り組んでいくことはもとより、公経済を担う国及び地方公共団


体が相協力しつつ行うことが必要である。地方公共団体に対し、


上記の国の財政運営の基本ルールに準じつつ財政の健全な運


営に努めるよう要請するとともに、国は、地方財政の自主的か


つ安定的な運営に配慮し、その自律性を損ない、又は地方公共


団体に負担を転嫁するような施策を行ってはならない。 


 


３．中期財政フレーム 
財政健全化目標の達成に資するため、経済・財政の見通しや展


望を踏まえながら複数年度を視野に入れて毎年度の予算編成を


行うための仕組みとして、以下のように、平成 23 年度から平成


25 年度を対象とする中期財政フレームを策定する。 


 


（１）「強い経済」「強い財政」「強い社会保障」の一体的実現に向


けて 


   平成 23 年度からの３か年は、「強い経済」、「強い財政」、「強


い社会保障」の一体的実現に向けて始動する「第一ステージ」


と位置付けられる。この目標の実現を財政面から裏付けていく


ことが、中期財政フレームの基本となる考え方である。 


   こうしたことから、歳入・歳出両面にわたる取組として、


①国債発行額の抑制、②抜本的な税制改革、③基礎的財政収支


の改善目標の達成に向けて取り組む。 
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（２）歳入・歳出両面にわたる取組 


 


①国債発行額の抑制 


財政健全化目標を確実に達成するとともに、財政健全化へ


の積極的な姿勢を市場に向けて発信し、市場の信認を確保す


る観点から、平成 23 年度の新規国債発行額について、平成


22 年度予算の水準（約 44 兆円）を上回らないものとするよ


う、全力をあげる。それ以降の新規国債発行額についても、


財政健全化目標の達成へ向けて着実に縮減させることを目


指し、抑制に全力をあげる。 


このため、歳入・歳出両面における最大限の努力を行う。 


 


②歳入面での取組 


個人所得課税、法人課税、消費課税、資産課税等にわたる


税制の抜本的な改革を行うため、早急に具体的内容を決定す


ることとする。こうした税制の改革により、財政健全化目標


の達成に向けて、必要な歳入を確保していく。 


租税特別措置については、平成 22 年度税制改正大綱の方


針に沿ってゼロベースから見直すこととする。 


新たに減収を伴う税制上の措置については、それに見合う


新たな財源を確保しつつ実施することを原則とする。 


 


③歳出面での取組 


財政健全化目標の達成に向けて、平成 23 年度から平成 25


年度において、「基礎的財政収支対象経費」（国の一般会計歳


出のうち、国債費及び決算不足補てん繰戻しを除いたもの）


について、恒久的な歳出削減を行うことにより、少なくとも


前年度当初予算の「基礎的財政収支対象経費」の規模（これ


を「歳出の大枠」とする。）を実質的に上回らないこととし、


できる限り抑制に努めることとする。 


このうち、平成 23 年度以降の「経済危機対応・地域活性


化予備費」１兆円の取扱いについては、現段階では景気状況


を見通し難いことから、予算編成過程において検討すること


とする。 


なお、２．（５）の基本ルールを踏まえ、地方歳出につい


ても国の歳出の取組と基調を合わせつつ、交付団体始め地方


の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源の総額に


ついては、上記期間中、平成 22 年度の水準を下回らないよ
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う実質的に同水準を確保する。 


歳出増につながる施策を新たに実施又は拡充しようとす


る場合には、当年度当初予算の「基礎的財政収支対象経費」


の規模が上記の「歳出の大枠」の範囲内となるよう、恒久的


な更なる歳出削減により、これに要する財源を賄うこととす


る。 


この場合、歳出削減について過度に硬直的な対応となるこ


とがないよう、税制改革等歳入面での取組と連携した対応を


確保することが重要である。「強い経済」、「強い財政」、「強


い社会保障」の一体的実現の観点から、需要・雇用創造が期


待される分野を始めとする一体的強化のための政策パッケ


ージ等の施策の新たな実施等に関連して新たな制度改正に


よる恒久的な歳入増が確保された場合等には、上記①の国債


発行額の抑制に関する規律の範囲内で、この恒久的な歳入確


保額に相当する金額の範囲内の金額を、上記の「歳出の大枠」


の額に加算することができる。確保された歳入が一時的なも


のである場合には、国債発行額の抑制に活用するものとする。 


（注）平成 23 年度以降の「基礎的財政収支対象経費」の内訳となる各


年度の予算額については、概算要求その他の予算編成過程を経て、


決定。地方交付税交付金等についても、地方行財政に係る制度改正


等を踏まえた地方財政対策等を経て決定。 


 


（３）中期財政フレームに基づく各年度の予算編成 


概算要求段階での予算の組替え等に資するよう、毎年度、予


算編成の基本理念や経費の性格にも留意しつつ、中期財政フレ


ームと整合的な各閣僚別の概算要求枠を設定する。各閣僚は、


「査定大臣」として、この概算要求枠の範囲内で優先順位をつ


けて、積極的な予算の組替え・歳出削減を行い、要求すること


とする。 


なお、各閣僚は、行政刷新会議における事業仕分けの結果等


を踏まえ、概算要求等を行うこととする。 


また、各閣僚は、新成長戦略における政策の優先順位の判断


基準等を踏まえ、既存施策を大胆に見直し、成長に資する施策


への重点化を行う等により予算を組み替え、概算要求等を行う


こととする。 


要求後の予算編成過程においても、各閣僚は、積極的に要求


を見直し、歳出削減に取り組むこととする。 
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（４）中期財政フレームの改訂 


平成 23 年半ば頃、当面の経済見通しや中長期の経済・財政


の状況と展望を踏まえつつ、中期財政フレームの改訂を行い、


平成24年度から平成26年度までを対象とする新たな中期財政


フレームを定める。以後同様に、毎年半ば頃、中期財政フレー


ムの改訂を行い、翌年度以降３年間の新たな中期財政フレーム


を定める。各年度に策定した中期財政フレームに沿って、翌年


度の概算要求・予算編成を行うものとする。 


改訂に際しては、既存の中期財政フレームで定められてい


る２か年度分の歳入・歳出両面にわたる取組は原則として維持


するものとし、新たに追加する年度の歳入・歳出両面にわたる


取組についても、財政運営の基本ルールと整合的に定めるもの


とする。 
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平成 23～25 年度における「基礎的財政収支対象経費」 


 
（単位：兆円） 


歳出の大枠 


23 年度 24 年度 25 年度 


基礎的財政収支対象経費（注 1） 


（22 年度 70.9）
71 


（注２、３）


71 
（注２、３） 


71 
（注２、３）


 


 


うち経済危機対応・地域活性化予備費等


（22 年度 1.0）
1.0（注４） 1.0（注４） 1.0（注４）


（注１）「基礎的財政収支対象経費」は、一般会計歳出から国債費及び決算不足


補てん繰戻しを除いたもの 


（注２）一体的強化のための政策パッケージ等の施策の新たな実施等に関連し


て新たな制度改正による恒久的な歳入増が確保された場合等には、国債発


行額の抑制に関する規律の範囲内で、この恒久的な歳入確保額の範囲内の


金額を上記の「歳出の大枠」の額に加算することができる。 


（注３）平成 23 年度以降の「基礎的財政収支対象経費」の内訳となる各年度の


予算額については、概算要求その他の予算編成過程を経て、決定。地方交


付税交付金等についても、地方行財政に係る制度改正等を踏まえた地方財


政対策等を経て決定。 


（注４）平成 23 年度以降の経済危機対応・地域活性化予備費の取扱いについて


は、予算編成過程で検討。 
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中期財政フレーム（平成 24 年度～平成 26 年度） 


 
平成 23 年 8 月 12 日 


閣  議  決  定 


 


政府は、「財政運営戦略」（平成 22 年６月 22 日閣議決定）におい


て、経済・財政の見通しや展望を踏まえながら複数年度を視野に入


れて毎年度の予算編成を行うための仕組みとして、中期財政フレー


ムの枠組みを導入した。 


「財政運営戦略」においては、平成 23 年度から平成 25 年度を対


象とする最初の中期財政フレームを定めるとともに、「毎年半ば頃、


中期財政フレームの改訂を行い、翌年度以降３年間の新たな中期財


政フレームを定める」こととしている。これに基づき、以下のよう


に、平成 24 年度から平成 26 年度を対象とする中期財政フレームを


策定し、新たな歳入・歳出両面にわたる取組を定める。 


  


１ 中期財政フレーム改訂における基本的な考え方 


  


本年３月 11 日に発生した東日本大震災は、地震、津波、そして


原子力事故が合わさった未曾有の複合型災害として、直接の被災地


はもとより、我が国全体に、甚大な被害と影響をもたらすこととな


った。復旧・復興対策の事業規模は、国・地方（公費分）合わせて、


５年間で少なくとも 19 兆円程度、10 年間で少なくとも 23 兆円程度


に上ると見込まれ、財政にも相当程度の新たな負荷がかかることは


避けられない。 


こうした背景の下、今般の中期財政フレーム改訂に当たっては、


まず、震災からの復旧・復興が、未曾有の国難に際しての最優先の


課題であるとの認識に立つ。財政の枠組みが復旧・復興対策の妨げ


となるようなことがあってはならず、また、震災に起因する経済上


のリスクに対しても柔軟な対応が必要である。「東日本大震災から


の復興の基本方針」（平成 23 年７月 29 日東日本大震災復興対策本


部決定）においては、震災復旧・復興対策について別途財源を確保


し、多年度で収入と支出を完結させる枠組みを定めたところであり、


これを前提として、中期財政フレームにおいて別途管理での対応を


可能とする等の配慮を行うものとする。 


  


他方、我が国は、震災前から毎年度 30 兆円から 40 兆円台にも上


る巨額の財政赤字を計上し、公的債務残高が増加を続けており、財


政面においても「有事」に直面している。こうした状況を踏まえれ


参考資料３ 
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ば、震災からの復旧・復興については、財政の枠組みにとらわれず


全力を傾注する一方で、国債市場の信認を確保する観点から、「財


政運営戦略」に定められた財政健全化目標の達成に向けた取組は、


着実に進めていかなければならない。 


こうした取組により、信認を維持するとともに、ひいては日本経


済の活力を取り戻すことこそが、震災からの復興、そして日本全体


の再生のために不可欠である。 


   


２ 中期財政フレーム改訂の具体的内容 


「財政運営戦略」Ⅱ３「中期財政フレーム」の箇所の記述のうち、


「（２）歳入・歳出両面にわたる取組」について、以下のように改


訂する。なお、「中期財政フレーム」の箇所の他の記述は、平成 24


年度以降においても基本的に適用する。 


  


① 国債発行額 


財政健全化目標を確実に達成するとともに、財政健全化への


積極的な姿勢を市場に向けて発信し、市場の信認を確保する観


点から、平成 24 年度の新規国債発行額（東日本大震災復興基本


法第８条第１項に規定する復興債(以下「復興債」という)を除


く。以下同じ。）について、平成 23 年度当初予算の水準（約 44


兆円）を上回らないものとするよう、全力を挙げる。それ以降


の新規国債発行額についても、財政健全化目標の達成へ向けて


着実に縮減させることを目指し、抑制に全力を挙げる。 
このため、歳入・歳出両面における最大限の努力を行う。 


  


② 歳入面での取組 


   個人所得課税、法人課税、消費課税、資産課税等にわたる税


制の抜本的な改革については、これまで、平成 21 年度税制改正


法附則第 104 条第３項及び平成 22 年度・23 年度税制改正大綱に


おいて改革の方向性が示されるとともに、「社会保障改革の推進


について」（平成 22 年 12 月 14 日閣議決定）に基づき取りまと


められた「社会保障・税一体改革成案」（平成 23 年６月 30 日政


府・与党社会保障改革検討本部決定）において、社会保障と税


の一体改革の具体的方向が示された。 


   政府としては、これらを踏まえて更に検討を進め、平成 21 年


度税制改正法附則第104条に示された道筋に従って平成23年度


中に必要な法制上の措置を講じる。 


租税特別措置については、平成 22 年度税制改正大綱及び平成


23 年度税制改正大綱の方針に沿ってゼロベースから見直すこと


とする。 
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   新たに減収を伴う税制上の措置については、財政運営戦略Ⅱ


２．（１）にのっとり、それに見合う新たな財源を確保しつつ実


施することを原則とする。 


 


③ 歳出面での取組 


(i) 財政健全化目標の達成に向けて、平成 24 年度から平成 26


年度において、「基礎的財政収支対象経費」（国の一般会計歳出


のうち、国債費及び決算不足補てん繰戻しを除いたもの。）に


ついて、恒久的な歳出削減を行うことにより、少なくとも前年


度当初予算の「基礎的財政収支対象経費」の規模（これを「歳


出の大枠」とする。）を実質的に上回らないこととし、できる


限り抑制に努めることとする。（注） 


 


(ii)ただし、東日本大震災の復旧・復興対策に係る経費であっ


て、既存歳出の削減により賄われる額を超えた金額のうち、復


興債、更なる税外収入の確保及び時限的な税制措置により確保


された金額については、財源と併せて別途管理し、「歳出の大


枠」に加算するものとする。 


 


(iii)また、「Ｂ型肝炎訴訟の全体解決の枠組みに関する基本方


針」（平成 23 年７月 29 日閣議決定）に基づき、Ｂ型肝炎ウイ


ルス感染者に対する給付金等の支給に係る経費のうち、時限的


な税制措置等により確保された金額については、財源と併せて


別途管理し、「歳出の大枠」に加算するものとする。 


 


(iv)なお、震災等に起因する重大な経済上のリスクが顕在化する


場合には、柔軟かつ機動的な財政運営を行うよう努める。 


 
（注）平成 24 年度以降の基礎年金国庫負担割合２分の１と 36.5％の差額


（以下「年金差額分」という。）については、税制抜本改革により確保


される財源を活用して年金財政に繰り入れることとされていることか


ら、平成 24 年度以降の「歳出の大枠」には、税制抜本改革により確保


される財源を活用して年金財政に繰り入れる年金差額分が含まれてい


る。 


 


（以下は改訂なし。） 
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平成 24～26 年度における「基礎的財政収支対象経費」 
  （単位：兆円） 


歳出の大枠 


24 年度 25 年度 26 年度 


基礎的財政収支対象経費（注 1） 


 


71 
（注２～４） 


 


71 
（注２～４） 


 


71 
（注２～４） 


 


（年金差額分以外の金額） 68.4 68.4 68.4 


 
うち経済危機対応･地域活性化予備費 


（23 年度 0.8）
１（注５） １（注５） １（注５）


 


東日本大震災復旧・復興対策に係る


加算分 
＋α（注６） ＋α（注６） ＋α（注６）


Ｂ型肝炎ウイルス感染者に対する


給付金等の支給に係る加算分 
＋β（注７） ＋β（注７） ＋β（注７）


 


（注１）「基礎的財政収支対象経費」は、一般会計歳出から国債費及び決算不足補てん繰


戻しを除いたもの。平成 23 年度当初予算では、約 71 兆円。 


（注２）施策の新たな実施等に関連して新たな制度改正による恒久的な歳入増が確保さ


れた場合等には、国債発行額の抑制に関する規律の範囲内で、この恒久的な歳入確


保額の範囲内の金額を上記の「歳出の大枠」の額に加算することができる。 


（注３）平成 24 年度以降の「基礎的財政収支対象経費」の内訳となる各年度の予算額に


ついては、概算要求その他の予算編成過程を経て決定。地方交付税交付金等につい


ても、地方行財政に係る制度改正等を踏まえた地方財政対策等を経て決定。 


「財政運営戦略」に定める基本ルール「地方財政の安定的な運営」を踏まえ、地


方歳出についても国の歳出の取組と基調を合わせつつ、交付団体始め地方の安定的


な財政運営に必要となる地方の一般財源の総額については、上記期間中、平成 23


年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する。 


（注４）平成 24 年度以降の「歳出の大枠」には、税制抜本改革により確保される財源を


活用して年金財政に繰り入れる年金差額分が含まれている。 


（注５）平成 24 年度以降の「経済危機対応・地域活性化予備費」１兆円の取扱いについ


ては、現段階では景気状況、震災に起因する経済上のリスク等を見通し難いことか


ら、予算編成過程において検討。 


（注６）東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費であって、既存歳出の削減によ


り賄われる額を超えた金額のうち、復興債、更なる税外収入の確保及び時限的な税


制措置により財源が確保された金額（＝α）については、当該年度の「歳出の大枠」


に加算するものとする。（東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費は、上記


αに当該年度における歳出削減額により賄われた復旧・復興対策に係る経費を加え


た金額。） 


（注７）Ｂ型肝炎ウイルス感染者に対する給付金等の支給に係る経費のうち、時限的な


税制措置等により財源が確保された金額（＝β）については、当該財源と併せて別


別紙 
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途管理し、「歳出の大枠」に加算するものとする。 


（注８）社会保障と税の一体改革を踏まえた歳出面の取組については、２②の法制上の


措置等を踏まえて改めて検討し、平成 24 年半ば頃に行われる中期財政フレームの


次期改訂に反映させる。 
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平成25年度予算の概算要求組替え基準について 


平成24年8月17日 


閣 議 決 定 


我が国経済社会は、東日本大震災と原発事故を契機とした深刻なエネル


ギー制約、超高齢化社会の到来といった様々な困難に直面している。今こそ、


日本が、世界へ先例を示す「フロンティア国家」として、直面する数々の制約


をバネに、新たな経済社会構造へ転換することが求められている。今般、グリ


ーン、ライフ、農林漁業などの新たな成長を目指す重点分野に、中小企業の


活力を最大限活用しつつ、限られた政策財源を優先的に配分するなど、我が


国が魅力的で活力にあふれる国家として再生するために進むべき方向性を


示すものとして、「日本再生戦略」（平成24年7月31日閣議決定）を策定し


た。 


他方、我が国の財政は、歳出が税収等を大きく上回る状態が恒常的に継


続したことから、国及び地方の長期債務残高が940兆円、対GDP比で


196％（平成24年度末見込み）に達するなど、他の先進諸国と比較しても状


況は大きく悪化しており、この状況を放置すれば、財政政策は更に自由度を


失って硬直化するだけでなく、財政の持続可能性に疑念が生じ、経済や国民


生活に極めて大きな悪影響を及ぼしかねない。 


財政により支えられている我が国の社会保障についても、本来は、国民が


安心して生活できる社会基盤となるべきところ、その持続可能性に疑念が生


じ始めた結果、将来への不安から消費を委縮させる可能性が生じるまでに至


っている。 


こうした中、持続可能な財政・社会保障制度の構築を図ることは、財政危


機に陥った欧州諸国のように財政状況の悪化が経済や国民生活に悪影響を


及ぼすことを回避するのみならず、人々の不安を和らげ、消費を促し経済活


動を拡大することを通じて新たな成長基盤を作ることとなる。また、医療・介


護サービスの充実等を通じた雇用創出効果も期待される。 


このため、我が国財政の持続可能性の確立に向け、市場の信認を確保す


参考資料４
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るためにも、「財政運営戦略」（平成22年6月22日閣議決定）に定められた


財政健全化目標（2015年度（平成27年度）までに基礎的財政収支の赤字


の対ＧＤＰ比を2010年度（平成22年度）の水準から半減）の達成に向けた取


組を着実に進めて行く必要がある。具体的には、社会保障・税一体改革関連


法が成立したことを踏まえ、同改革の着実な実施により、「社会保障の安定財


源の確保と財政健全化の同時達成」への第一歩を踏み出すとともに、「日本


再生戦略」を十分に踏まえつつ、歳出改革についても更なる取組を継続す


る。 


また、同時に、政府は、「日本再生戦略」を踏まえた施策等を通じ、デフレ


脱却を確実なものとするとともに、日本銀行と一体となって、引き続き安定的


な物価上昇の定着を目指して取り組むことを通じて、経済成長と財政健全化


を車の両輪として、これらを同時かつ強力に推進していく。 


政権交代後、政府は、財政規律を維持しつつ、経済成長と国民生活の質


の向上に向けて、配分割合が固定化していた予算配分を省庁を超えて大胆


に組替えてきたが、現在、我が国は、東日本大震災、原発事故からの復興、


デフレ脱却・日本経済の再生といった課題に取り組んで行かなければならな


い状況にあり、引き続き大胆な予算の組替えを行う必要がある。 


したがって、平成25年度予算を含めた当面の財政運営に当たっては、 


(1)財政健全化目標（2015年度（平成27年度）の基礎的財政収支赤字対


GDP比を2010年度（平成22年度）の水準から半減）の達成に向けて、昨


年度に改訂された「中期財政フレーム（平成24年度～平成26年度）」（平


成23年8月12日閣議決定）に定められた「歳出の大枠」71兆円を遵守


する、 


(2)「日本再生戦略」を踏まえ、我が国経済の再生・成長に向けた大胆な予算


の組替えにより、成長と財政健全化の両立を図る、 


(3)社会保障・税一体改革（消費税率引上げ）についての国民の理解を得る


ため、引き続き、行政の効率化・簡素化に徹底して取り組む、 


(4)社会保障・税一体改革に伴う2014年度（平成26年度）からの消費税率
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引上げに向け、経済状況等に十分配慮する必要があることから、我が国経


済の動向等を見極めた上で、機動的かつ弾力的な対応を行う、 


ことを基本とする。 


こうした重点的・戦略的な予算の大胆な組替えに向けて、重点配分すべき


分野、予算の組替えのための仕組みなど、平成25年度予算の概算要求等に


関わる重要な事項について、以下に組替え基準を定める。 


１．平成25年度予算の概算要求に当たっての基本的考え方 


平成25年度予算の概算要求組替え基準においては、上記の財政運営


に関する基本的考え方を踏まえ、以下の基本方針を定める。各省大臣は、


この基本方針に沿って、（別紙）により、要求を行うこととする。 


(1)東日本大震災からの復興対策、防災・減災対策への重点化 


各省大臣は、東日本大震災、原発事故からの復興に全力を挙げるため、


東日本大震災からの復興に係る経費については、東日本大震災復興特別


会計(以下「復興特別会計」という。以下同じ｡)において、被災地の復旧・復


興の状況等を踏まえ、「東日本大震災からの復興の基本方針」（平成23年


7月29日東日本大震災復興対策本部決定）に沿って、所要の金額を要求


する。 


その際、各省大臣は、被災地の要望等を踏まえつつ、津波・地震被害や


原子力災害からの復旧・復興に直結するものなど、真に必要な経費を要求


する。 


また、東日本大震災の教訓を踏まえ、災害に強い国づくりに向けた取組の


一環として、あわせて一般会計において、公共事業関係費及びその他施


設費の範囲内で、防災・減災対策事業への予算配分の重点化を図る。 


(2)グリーンを中心とする「日本再生戦略」を踏まえた予算配分の重点化 


我が国経済の再生に向けて、「日本再生戦略」に適合する施策のうち、


グリーン、ライフ、農林漁業に係るものについて、「日本再生戦略」を踏まえ、


中小企業の活力を最大限活用しつつ、総合特区等の戦略的手段も踏ま







- 4 - 


え、省庁の枠を超えて、府省横断的な横割り（横串）の予算配分（重点配


分）を徹底する。これにより、主要経費別のメリハリも併せて実現する。 


具体的には、上記重点分野については、概算要求から予算編成過程を


通じて、予算全体について横割り（横串）的な重複排除や行政事業レビュ


ー等の結果の反映も活用した見直しを行うこと等により、財源を捻出し、上


記分野への思い切ったシフトを図るとの方針の下に、概算要求から一貫し


て、重点分野に出来る限り大きな増額を図る。 


その際、財政投融資の積極的活用や税制改正及び規制改革、制度金


融といった施策を総合的に講じることにより、資金の重点配分の実効性を


担保する。具体的には、予算編成過程において、規制改革の内容の充実


度や予算要求との連携の効果を、当該予算要求の優先順位付けに当た


って考慮する。 


(3)省庁の枠を超えた大胆な予算の組替えに資する編成の仕組みの導入 


各府省一律の削減とするのではなく、政策分野、施策毎にメリハリの付


いた大胆な重点配分を可能とするため、省庁の枠を超えた大胆な予算の


組替えに資する編成の仕組みを導入する。具体的には、２．に述べる特別


重点要求等の仕組みに加え、概算要求段階から予算編成過程を通じて、


以下のような取組により、既存の歳出予算全体を見直して組替えることで


財源を捻出し、重点分野へのメリハリの付いた予算配分と歳出の大枠（71


兆円）の遵守の両立を図る。 


①各府省の類似施策の重複排除等の徹底 


各省大臣は、各府省の類似施策の重複排除を徹底するため、概算要


求前に、府省の垣根を越えた連絡調整の場を設けて、要求内容につい


て調整を行い、当該政策分野の概算要求方針を取りまとめた上で、概


算要求を行う。 


予算編成過程においても、査定部局自らが縦割り行政の弊害に陥る


ことなく、類似事業の重複がないか確認を行う。 


また、重点分野に係る要求であるものの、実態が伴わない予算と判断
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された場合には、却下するなど厳格に対応する。 


②行政事業レビューの結果等の的確な反映 


各省大臣は、概算要求段階から、これまで実施してきた累次の事業


仕分け等で指摘された事項、各府省における行政事業レビューの結果


等を明示的かつ確実に反映する。その内容については、査定部局が確


認を行い、不十分な場合には厳格に対応する。 


具体的には、各省大臣は、過去の事業仕分けや行政事業レビューにお


いて、廃止や抜本的改善等と結論づけられた事業そのものを要求しない


ことはもちろん、類似の事業についても、名称を変えて新規に要求するこ


とがないようにしなければならない。 


③義務的経費や社会保障関係費等の効率化 


各省大臣は、義務的経費も含めた歳出全般について聖域視せず、概


算要求段階から予算編成過程において、行政刷新の継続・強化等を通


じて、歳出全般にわたり、制度改正を含めた制度の根幹にまで遡った見


直しを実施し、徹底した歳出の効率化を図る。 


義務的経費については、義務的性格の根拠（支出の根拠、単価等の


根拠等）を明示の上、要求する。 


また、特に財政に大きな負荷となっている社会保障分野についても、


これを聖域視することなく、生活保護の見直しをはじめとして、最大限の


効率化を図る。 


④前例踏襲主義の排除 


各省大臣は、前例にとらわれることなく、長年措置されている予算につ


いては、計上初年度を明記した上で、所期の効果が実際にあがっている


かどうかを十分精査の上、要求する。 


⑤特別会計への対応 


特別会計についても、一般会計に準じた考え方の下で、「日本再生戦


略」の実行に資する予算の組替えを行う。 


⑥入札改革等 


各省大臣は、事業実施主体の選定に当たり、その入札のあり方を含め、
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一層の透明性や説明責任の向上を図る。 


⑦要求に当たっての留意事項 


各省大臣は、長期にわたり計上されている予算等について、当該事業


の必要性も踏まえつつ、既得権益化していないかを念査し、既得権益化し


ている場合にはその是正を図る。 


各省大臣は、我が国が人口減少社会の時代に入ったことにより生じて


いる経済社会の構造変化を踏まえた上で、要求を行う。 


２．特別重点要求等 


「日本再生戦略」を踏まえ、我が国経済社会の再生に向けた取組として、


歳出全般にわたる改革により捻出された財源を用いて、我が国経済の再生・


成長に資する分野におけるより効果の高い施策に向けて、予算を大胆に重


点配分することとする。 


(1)特別重点要求 


各省大臣は、「日本再生戦略」に適合する施策のうち、グリーン、ライフ、


農林漁業に係るものについて、「日本再生戦略」を踏まえ、中小企業の活


力を最大限活用しつつ、（別紙）２．(1)及び(3)に沿って、「特別重点要求」


を行うことができる。 


(2)重点要求 


各省大臣は、上記特別重点要求のほか、「日本再生戦略」に関連する


施策について、（別紙）２．(2)ないし(4)に沿って、「重点要求」を行うことが


できる。 


防衛・治安関連施策についても、これに準じた取扱いとする。 


(3)特別重点要求・重点要求の仕組み 


特別重点要求及び重点要求については、各省大臣は、（別紙）２．の定


めに沿って、自らが行う他の既存予算の見直し額を上回る特別重点要求


及び重点要求を行うことができる仕組みとする。 
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また、原発代替エネルギーをはじめとするグリーン分野に予算を重点化


するため、各省大臣が、特別重点要求として、特にグリーン分野に係る施


策を要求する場合には、その程度に応じて、特別重点要求が増加する仕


組みを導入する。 


(4)一般要求 


重点分野への予算配分の重点化に向けて、概算要求段階での財源捻


出等のために必要な一般要求のルールの詳細については、（別紙）に定


める。 
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（別紙） 


1.基礎的財政収支対象経費 


(1)年金・医療等に係る経費等 


① 補充費途として指定されている経費等のうち、年金、医療等に係る経


費（以下「年金・医療等に係る経費」という。）については、前年度当


初予算における年金・医療等に係る経費に相当する額に高齢化等に伴う


自然増（各所管計8,400億円）を加算した額の範囲内において、各省大


臣ごとに、要求する。 


なお、上記自然増を含め、年金・医療等に係る経費についても、生活


保護の見直しをはじめとして合理化・効率化に最大限取り組み、その結


果を平成25年度予算に反映させるなど、極力圧縮に努めることとする。 


また、医療保険における70歳以上75歳未満の患者負担の平成25年


度以降の取扱いについては、「社会保障・税一体改革大綱」(平成 24 年


2月17日閣議決定)に沿って、検討を行うこととする。 


(注 1)平成 25年度における基礎年金国庫負担割合2分の1と 36.5％と


の差額については、消費税引上げ分を償還財源として確保したつな


ぎ公債（年金特例公債）を発行した上で年金財政に繰り入れること


とされていることから、「歳出の大枠」71兆円に含まれるが、要求に


当たっては、当該差額分を区分して要求することとする。また、上


記取扱いについては、下記(5)①（ロ）に該当する人件費の要求に当


たっても同様とする。 


（注2）上記自然増(各所管計8,400億円)には、消費税引上げ分を償還財


源として確保したつなぎ公債（年金特例公債）を発行した上で年金


財政に繰り入れることとされている基礎年金国庫負担割合 2 分の１


と36.5％との差額に係る自然増が含まれている。 


② また、旧軍人遺族等恩給費等については、前年度当初予算における旧


軍人遺族等恩給費等に相当する額から自然減を減算した額の範囲内に


おいて、要求する（なお、①及び②の経費を、以下「年金・医療等に係


る経費等」という。）。 
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(2)地方交付税交付金等 


地方交付税交付金及び地方特例交付金の合計額については、「中期財政


フレーム」との整合性に留意しつつ、要求する。 


(3)予備費 


予備費（経済危機対応・地域活性化予備費を含む。）については、12,600


億円（このうち、経済危機対応・地域活性化予備費は9,100億円）を要求


する。 


なお、経済危機対応・地域活性化予備費の平成 25 年度における取扱い


については、今後の経済状況等を踏まえ、予算編成過程において検討する。 


(4)「児童手当」、「高校の実質無償化」、「農業の戸別所得補償」及び「高速


道路の無料化」 


「児童手当」、「高校の実質無償化」及び「農業の戸別所得補償」につい


ては、所要の額を要求する。「高速道路の無料化」については、平成25年


度予算概算要求においても計上しない（東日本大震災からの復旧・復興の


ための財源を確保するため、高速道路の原則無料化のための社会実験につ


いては、凍結している）。 


(5)その他の基準 


各省大臣は、以下の①、②及び③に掲げる経費ごとに定める計算により


算出された額の合計額（以下「その他の基準」という。）の範囲内で要求す


る。 


①義務的経費 


各省大臣は、以下の(イ)ないし(ニ)及び（注3）に掲げる経費（上記(1)


ないし(4)に掲げる経費に相当する額を除く。以下「義務的経費」という。）


については、各省大臣ごとに、前年度当初予算における各経費の合計額に


相当する額の範囲内において、義務的性格の根拠（支出の根拠、単価等の
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根拠等）を明示の上、要求する。 


(イ)補充費途として指定されている経費 


(ロ)人件費（前年度当初予算における金額から、「国家公務員の給与の改


定及び臨時特例に関する法律」（以下、「給与改定臨時特例法」とい


う。）に基づく国家公務員給与の削減相当額を減額した金額） 


(注1)特別会計に計上される人件費が、給与改定臨時特例法に基づいて


減額される場合で、一般会計から当該特別会計への繰入の全部又


は一部が人件費相当額と整理される場合には、上記（ロ）と同様


に取り扱うとの観点から、一般会計からの繰入のうち当該人件費


削減相当額を減額することとする。なお、一般会計から当該特別


会計への繰入が人件費相当額と整理されない場合の取扱いにつ


いては、予算編成過程で検討することとする。また、上記取扱い


については、下記③(注 2)に該当する一般会計から特別会計への


繰入の場合についても同様とする。 


(注 2) 特別会計に計上される人件費が、給与改定臨時特例法に基づい


て減額される場合で、一般会計から当該特別会計に繰入が行われ


ていない場合の取扱いについては、「財政運営戦略」に定める財


源確保ルール（「ペイアズユーゴー原則」）に則り、平成 24 年度


における国家公務員給与の削減相当額について、予算編成過程で


検討の上、「特別会計に関する法律」第 8 条第 2 項等に基づき、


平成 25 年度一般会計予算の歳入として繰り入れた後、復興特別


会計へ繰り入れることとする。 


(ハ)法令等により支出義務が定められた経費等の補充費途に準ずる経費


（平成 24 年度当初予算におけるエネルギー対策特別会計への繰入


等及びその他施設費を除く。） 


(ニ)国家機関費（一般行政経費を除く。）及び防衛関係費に係る国庫債務


負担行為等予算額 


(注 3)人件費に係る平年度化等の増減並びに平成 25年度の衆議院議員


総選挙及び参議院議員通常選挙に必要な経費等の増減について
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は、上記の額に加減算する。 


なお、義務的経費についても、定員管理の徹底も含め、聖域を設けるこ


となく、制度の根幹にまで踏み込んだ抜本的な見直しを行い、可能な限り


歳出の抑制を図る。 


②国家機関費等 


各省大臣は、以下の(イ)及び(ロ)に掲げる経費（以下「国家機関費等」


という。）については、各省大臣ごとに、前年度当初予算における各経費


の合計額に相当する額の 100 分の 97 を乗じた額（以下「基礎額（国家機


関費等）」という。）の範囲内において要求する。 


（イ）国家機関費のうち、上記(1)ないし(4)及び(5)①並びに経済協力費及


びその他施設費を除く経費 


（ロ）防衛関係費のうち、上記(1)ないし(4)及び(5)①を除く経費 


③その他の経費 


各省大臣は、「中期財政フレーム(平成24年度～平成26年度)」２③（ⅰ）


に定める「基礎的財政収支対象経費」のうち、上記(1)ないし(4)及び(5）


①ないし②を除く経費（以下「その他の経費」という。）については、前


年度当初予算におけるその他の経費に相当する額に100 分の 90 を乗じた


額（以下「基礎額（その他の経費）」という。）の範囲内で要求する。 


(注 1)上記「基礎額（その他の経費）」の算出に当たっては、前年度当初


予算におけるその他の経費に相当する額から、運営費交付金等によ


り人件費が賄われている独立行政法人等に対する運営費交付金等の


人件費相当額のうち、給与改定臨時特例法に基づく国家公務員の給


与削減と同等の給与削減相当額を控除した上で算出する。また、上


記②に定める「基礎額（国家機関費等）」の算出に当たっても、同様


の取扱いとする。 


(注2）石油石炭税及び電源開発促進税の税収見込額と平成24年度当初予


算におけるエネルギー対策特別会計への繰入額相当額との差額等に


ついては上記の額に加減算する。 


(注3)各省大臣の年金・医療等に係る経費等と(2)ないし（5）に掲げられ
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た経費については、両経費の性質が異なることから、両経費間での


調整は行わない。ただし、各経費において、恒久的な削減を行った


ものとして、財務大臣が認める場合には、両経費間で調整をするこ


とができる。また、調整を認めるにあたっては、今後の各経費の増


加の見込みも勘案することとする。 


(注 4)特別会計の改革の実施等により経理区分が変更されることに伴い


増加する経費については、「財政運営戦略」に定める財源確保ルー


ル（「ペイアズユーゴー原則」）に則り、予算編成過程において検討


し、必要な措置を講ずる。 


(注 5)公共事業関係費等に関する地域に係る一括計上分については、関


係所管をベースとした調整を行うこととする。その他、その他の基


準の合計額が変わらないものとして、財務大臣が認める場合には、


各省大臣間でその他の基準の額の調整をすることができる。 


(注6)①に規定する義務的経費（①(注3)の規定に基づき加減算が認めら


れている経費（人件費を除く。）及び既存債務の支払いに係る経費


を除く。）及び②に規定する国家機関費等並びに③に規定するその


他の経費（③(注2)の規定に基づき加減算が認められている経費を


除く。）の要求額については、その合計額の範囲内において、各経


費間で所要の調整をすることができる。 


(6)東日本大震災からの復興対策に係る経費 


各省大臣は、東日本大震災からの復興対策に係る経費については、復興


特別会計において、被災地の復旧・復興の状況等を踏まえ、「東日本大震


災からの復興の基本方針」（平成 23 年 7 月 29 日東日本大震災復興対策本


部決定）に沿って、所要の額を要求する。 


その際、各省大臣は、被災地の要望等を踏まえつつ、津波・地震被害や


原子力災害からの復旧・復興に直結するものなど、真に必要な経費を要求


する。 


一般会計から復興特別会計への繰入については、財務大臣が、東日本大







- 13 - 


震災からの復興のための財源を捻出するため、児童手当の見直しに係る歳


出削減相当額（対平成23年度補正予算(第1号))、高速道路の無料化に係


る歳出削減相当額（対平成 23 年度当初予算）及び給与改定臨時特例法に


基づく国家公務員給与等の削減相当額等の合計額を要求することとする。 


(7)Ｂ型肝炎ウイルス感染者に対する給付金等の支給に係る経費 


Ｂ型肝炎ウイルス感染者に対する給付金等の支給に係る経費について


は、「特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法」


（平成23年12月16日法律第126号）等を踏まえ、所要の額を要求する。 


(注)Ｂ型肝炎ウイルス感染者に対する給付金等の支給に係る経費のうち、


税制措置等により確保された金額については、財源と併せて別途管理


し、「歳出の大枠」に加算するものとする。 


2.特別重点要求及び重点要求 


(1) 各省大臣は、我が国経済社会の再生に向けた取組の一環として、「日本


再生戦略」に適合する施策のうち、グリーン、ライフ、農林漁業の分野に


係るものについて、「特別重点要求」を行うことができる。本要求につい


ては、通常の要求とは別途管理する。 


(2) 各省大臣は、我が国経済社会の再生に向けた取組の一環として、上記


特別重点要求のほか、「日本再生戦略」に関連する施策について、「重点要


求」を行うことができる。本要求は、通常の要求とは別途管理する。 


防衛・治安関連施策についても、これに準じた取扱いとする。 


(3) 各省大臣は、グリーン分野に係る特別重点要求額に 4分の 1を乗じた


金額、ライフ・農林漁業分野に係る特別重点要求額に2分の1を乗じた金


額及び重点要求額に1.5分の1を乗じた金額を合計した金額が、特別重点


要求・重点要求可能額（前年度当初予算におけるその他の経費に相当する


額と上記1.(5)③に定める基礎額（その他の経費）との差額をいう。以下、


同じ。）を超えない限り、「特別重点要求及び重点要求」を行うことができ
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ることとする。 


(4) 各省大臣は、上記(1)ないし(3)に定める特別重点要求及び重点要求の


ほか、我が国経済社会の再生に向けた取組の一環として、「日本再生戦略」


に関連する施策について、前年度当初予算における国家機関費等に相当す


る額と基礎額（国家機関費等）との差額の 1.2 倍の金額の範囲内で、「重


点要求」することができる。 


防衛・治安関連施策についても、これに準じた取扱いとする。 


3.その他の予算編成過程検討事項 


(1) 新たな制度改正による恒久的な歳入増が確保された場合の取扱いにつ


いては、予算編成過程において検討することとする。 


(2) 「沖縄に関する特別行動委員会の最終報告に盛り込まれた措置の実施


の促進について」（平成 8年 12 月 3 日閣議決定）に基づく沖縄関連の措


置に係る経費、「平成十年度における財政運営のための公債の発行の特例


等に関する法律」（平成10年法律第35号）等に基づく厚生年金保険事業


に係る国庫負担の繰入れに必要な経費等、「社会保障・税番号大綱」（平


成 23 年 6 月 30 日政府・与党社会保障改革検討本部決定）に基づく新た


なシステム導入に伴う経費等の平成 25 年度における取扱いについては、


予算編成過程において検討する。 


(3) また、「在日米軍の兵力構成見直し等に関する政府の取組について」（平


成18 年5 月30 日閣議決定）及び「平成22年5月28日に日米安全保障


協議委員会において承認された事項に関する当面の政府の取組について」


（平成 22 年 5月 28 日閣議決定）に基づく再編関連措置に関する防衛関


係費に係る経費の平成25年度における取扱いについては、防衛関係費の


更なる合理化・効率化を行ってもなお、地元の負担軽減に資する措置の


的確かつ迅速な実施に支障が生じると見込まれる場合は、予算編成過程
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において検討し、「歳出の大枠」の範囲内で必要な措置を講ずる。 


(4) 「平成24年人事院勧告」等については、今後の取扱い方針等に応じて、


通常の取扱いの例により予算編成過程で検討し、その影響額を適切に反


映する。 


4.要求期限等 


上記による要求に当たっては、9月7日の期限（別途政令で規定）を厳守


する。 


なお、やむを得ない事情により、この期限後に追加要求を提出せざるを得


ない場合であっても、上記１．（1）ないし（7）及び上記２．(1)ないし(4)


に従って算出される額の範囲内とする。 


(以上) 








国家戦略会議の今後のスケジュール


○「日本再生戦略」に定められた年間サイクルに沿って、重要テーマ等について、節目節目で
国家戦略会議においてご議論いただく予定。


日本再生戦略の実現に向けた国家戦略会議の年間サイクル（日本再生戦略に明記されているもの）


概
算
要
求


概
算
要
求


組
替
基
準


年
央


5
月
目
途


年
初（秋）


再生戦略実行の取組状況を各省
から聴取（規制・制度改革、概算
要求、税制改正要望等）


成果目標の達成度を軸に
評価


日本再生戦略の推進に向
けた重要政策の基本方針
を決定


デフレ状況を含めた経済状況及び経済運
営についての点検結果の報告、議論


参考資料５








 


 


 


 


 


「日本再生戦略」 


（平成 24 年７月 31 日閣議決定） 


11 の戦略分野の主な施策及び担当府省庁 


 


 


本資料は、「日本再生戦略」別紙の「日本再生に向けた改革工程表」に記載された各施策


について、検討・実施を担当する関係府省庁を示している。 


なお、本資料において府省庁名の左側に記載されている◎については、当該施策を主に検


討・実施し、当該施策が複数府省庁にまたがる場合は、取りまとめ等を行う府省庁等を示し


ている。 


 


 


 


平成２４年８月２４日 


内閣官房国家戦略室 
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グリーン成長戦略 


 


１．革新的エネルギー環境戦略 


 革新的エネルギー・環境戦略の策定【◎内閣官房国家戦略室、外務省、文部科学省、農林水産


省、◎経済産業省、国土交通省、◎環境省】 


 


２．グリーン成長戦略 


 グリーン成長戦略の策定【◎内閣官房国家戦略室、内閣官房地域活性化統合事務局、内閣官房


総合海洋政策本部事務局、内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、総務省、外務省、文


部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省】 


 


（１）重点施策 


①グリーン部素材が支えるグリーン成長の実現 


 製品化を見据えた川上川下の共同技術開発支援【◎経済産業省】 


 基礎から実用化まで一気通貫で進める戦略（未来開拓型の研究開発）の推進【内閣府（科学技


術政策・イノベーション担当）、文部科学省、◎経済産業省】 


②次世代自動車での世界市場獲得 


 次世代自動車の導入支援等による普及加速化【◎経済産業省、国土交通省、環境省】 


 次世代自動車の導入に向けた技術開発・インフラ整備等の促進【◎経済産業省】 


 超小型モビリティ等の市場創出【◎国土交通省】 


 情報技術との融合による安全・利便性等新たな機能の創出【警察庁、◎経済産業省】 


 電動車両に係る適切な国際規格の策定・国際標準化の推進【◎経済産業省】 


③蓄電池の市場創造と競争力の強化 


 コスト・技術面の課題解決、市場の創造【内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、文部


科学省、◎経済産業省、国土交通省】 


 制度面の課題解決、普及促進のための制度構築【◎経済産業省】 


④グリーン・イノベーションによる海洋の戦略的開発・利用 


 海洋の開発・利用の戦略的な推進【◎内閣官房総合海洋政策本部事務局、内閣府（科学技術政


策・イノベーション担当）、外務省、文部科学省、経済産業省、◎国土交通省、環境省】 


⑤エネルギー制御システム（スマートコミュニティ等）の構築及び海外展開 


 スマートコミュニティの実証・展開、国際標準の獲得【内閣府（科学技術政策・イノベーショ


ン担当）、総務省、◎経済産業省】 


 エネルギー・環境分野の課題解決に資する技術・システムの優位性強化【◎経済産業省】 


 グローバルプレーヤーとの共同事業展開【◎経済産業省】 


 


（２）基本施策 


①社会インフラの変革 


 電力システム改革の実施【◎経済産業省】 
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 天然ガスシフト基盤の整備【◎経済産業省】 


②強靱な資源・エネルギー基盤整備 


 グリーン成長を支える強靱な資源・エネルギー基盤整備・資源の戦略的確保【内閣府（科学技


術政策・イノベーション担当）、外務省、文部科学省、◎経済産業省、国土交通省、環境省】 


③需要・供給構造の最適化  


 省エネ・節電の徹底と産業競争力の維持・新たな市場創出の両立【内閣府（科学技術政策・イ


ノベーション担当）、◎経済産業省、国土交通省、環境省】 


 住宅・建築物の省エネ化・ネットゼロエネルギー化、中古住宅の省エネ改修促進【経済産業省、


◎国土交通省、環境省】 


 再生可能エネルギーの普及拡大・産業化【内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、総務


省、文部科学省、農林水産省、◎経済産業省、国土交通省、環境省】 


 農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギーと農山漁村における自立・分散型エ


ネルギー供給システムの導入推進【内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、総務省、◎


農林水産省、経済産業省、環境省】 


 「森林・林業再生プラン」を踏まえて策定された「森林・林業基本計画」の着実な実施【内閣


府（科学技術政策・イノベーション担当）、◎農林水産省、経済産業省】 


 未利用・再生可能エネルギー熱の有効利用の拡大【内閣府（科学技術政策・イノベーション担


当）、総務省、◎経済産業省、国土交通省、環境省】 


 水素エネルギーと燃料電池の利用促進【内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、◎経済


産業省】 


④世界の課題への貢献と成長の実現 


 我が国の知見の共有、途上国グリーン成長戦略の策定実施支援、途上国への環境低炭素技術の


導入【総務省、◎外務省、財務省、経済産業省、国土交通省、環境省】 


 政策協議と一体となったインフラ輸出、共同実証・人材育成等の着実な推進【◎経済産業省】 


 高効率火力発電の開発、商用化、海外展開等【◎経済産業省】 


⑤グリーン成長の裾野拡大 


 エネルギー・環境関連技術の普及拡大に資する施策の実施【農林水産省、◎経済産業省、環境


省】 


 環境未来都市の選定、計画策定、事業実施、環境未来都市の取り組み改善と評価、環境未来都


市の国内外プラットフォームの形成（再掲）【◎内閣官房地域活性化統合事務局】 


 震災被災地、環境未来都市、総合特区等における創蓄省エネルギー化の総合的支援 


【◎国土交通省、◎環境省】 
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ライフ成長戦略 


 （※は、内閣官房医療イノベーション推進室において取りまとめた「医療イノベーション５か年戦略」に掲


げた施策。科学技術イノベーション・情報通信戦略及びアジア太平洋経済戦略も同じ。） 


１．革新的医薬品・医療機器の創出 


（１）医薬品 


 創薬関連の研究開発予算の効率的、一体的な確保及び執行【◎内閣官房医療イノベーション推


進室、内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、文部科学省、厚生労働省、経済産業省】


※ 


 オールジャパンの創薬支援体制の整備（創薬支援ネットワーク）、創薬支援ネットワークの完了


（医薬基盤研究所の新法人化（所要の規定の整備）、医薬品開発に係る厚生労働科学研究費補助


金等による支援について高い専門性の下での一体的な実施を含む）【◎内閣官房医療イノベーシ


ョン推進室、文部科学省、◎厚生労働省、経済産業省】※ 


 臨床研究中核病院の整備を中心とする質の高い臨床研究・治験環境の整備【文部科学省、◎厚


生労働省】※ 


 医薬品・医療機器・再生医療の審査の迅速化・質の向上・安全対策の強化【◎厚生労働省】※ 


 イノベーションの適切な評価【◎厚生労働省】※ 


 大規模医療情報データベースの構築、医薬品等安全対策への活用、各データ拠点における地域


間連携・病院間連携の推進、データベースを利活用できる人材の育成【◎厚生労働省】※ 


 


（２）医療機器 


 医工連携の推進によるオールジャパンでの支援体制による医療機器の実用化【文部科学省、◎


厚生労働省、◎経済産業省】※ 


 医療機器の特性に応じた規制・制度の整備【◎厚生労働省】※ 


 医薬品・医療機器・再生医療の審査の迅速化・質の向上・安全対策の強化（再掲）【◎厚生労働


省】※ 


 日本発の医療機器開発を担う人材の育成【◎文部科学省、厚生労働省、経済産業省】※ 


 イノベーションの適切な評価（再掲）【◎厚生労働省】※ 


 


２．新たな医療技術の研究開発・実用化促進 


（１）再生医療 


 再生医療の研究開発から実用化までの一貫した支援体制の構築（再生医療の実現化ハイウェイ


構想等）【◎文部科学省、◎厚生労働省、◎経済産業省】※ 


 再生医療の特性を踏まえた実用化推進の仕組みの構築【◎内閣官房医療イノベーション推進室、


文部科学省、◎厚生労働省、◎経済産業省】※ 


 医薬品・医療機器・再生医療の審査の迅速化・質の向上・安全対策の強化（再掲）【◎厚生労働


省】※ 


 


（２）先端医療 
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 先端医療を推進する環境整備【◎内閣官房医療イノベーション推進室、内閣官房地域活性化統


合事務局、内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、総務省、文部科学省、厚生労働省、


経済産業省】※ 


 


（３）個別化医療 


 オールジャパンの協力体制の下、東北メディカル・メガバンク計画を中心とした個別化医療推


進のためのインフラ整備【◎内閣官房医療イノベーション推進室、内閣府（科学技術政策・イ


ノベーション担当）、総務省、◎文部科学省、厚生労働省、環境省】※ 


 遺伝情報の取り扱いに関する制度のあり方について検討・必要な措置の実施【◎内閣官房医療


イノベーション推進室、内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、文部科学省、厚生労働


省、経済産業省】※ 


 個別化医療を支える新たな医薬品・医療機器の開発【◎厚生労働省、経済産業省】※ 


 


（４）高齢者・障がい者や介護現場のニーズに応えるロボット等 


 重点分野の特定、開発実証環境の整備を通じた企業による製品化促進【総務省、◎文部科学省、


◎厚生労働省、◎経済産業省】※ 


 生活支援ロボットの安全性確保【厚生労働省、◎経済産業省】※ 


 海外市場展開に向けた国際標準化【◎経済産業省】※ 


 


（５）革新的医薬品・医療機器開発等に係る中小・ベンチャー企業の育成等 


 アカデミアや中小・ベンチャー企業等による革新的医薬品・医療機器開発【◎文部科学省、◎


厚生労働省、◎経済産業省】※ 


 


３．医療・介護サービスの基盤強化、高齢者の安心な暮らしの実現 


 医療・介護サービスの提供体制の制度改革に係る「社会保障・税一体改革大綱」に基づく見直


しの実施、進捗評価【◎厚生労働省】 


 看護師・介護職員等、既存の医療・介護関連職種の活用促進・役割拡大【◎厚生労働省】 


 都市部における介護等福祉施設・ケア住宅の不足解消の取組の推進【◎厚生労働省、国土交通


省】 


 定期借地制度を活用した介護施設等への未利用国有地の貸付け等の推進【◎財務省、厚生労働


省】 


 遠隔医療の普及・拡大に向けた具体的ロードマップの作成、処方せんの電子化及び電磁的交付


の実現に向けての具体的ロードマップの策定、現行法の範囲内で実施され、安全性・有効性等


についてエビデンスが得られたものについて、更なる診療報酬の活用その他のインセンティブ


について検討・結論（2014 年まで）【総務省、◎厚生労働省、経済産業省】 


 効率的でセキュアな情報流通方策の検討、個人・医療機関等間の情報連携の仕組みの確立、個


人に向けた「お薬手帳」の電子的情報の提供開始、個人参加型疾病管理サービスの提供開始、


各種情報（診療明細書及び調剤情報、健診情報、健康情報等）の電子フォーマット等の標準化・
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整備【◎内閣官房情報通信技術担当室、◎総務省、◎厚生労働省、◎経済産業省】 


 


４．医療・介護と連携した健康関連サービス産業の成長促進と雇用の創出 


 医療・介護と関わる生活支援事業等の促進、事業者を中心としたコンソーシアムの事業継続性


の確立・面的拡大支援【厚生労働省、◎経済産業省】※ 


 多様な事業者のシームレスな連携を前提とした医療・介護・健康に係る情報システムの標準化・


互換性の更なる拡大・向上に向けた施策の推進【内閣官房情報通信技術担当室、総務省、◎厚


生労働省、経済産業省】 


 医療等分野における個人情報保護に関する個別法について検討・結論・国会提出【◎厚生労働


省】 


 生活習慣病・がん等の発症予防・重症化予防【◎内閣官房医療イノベーション推進室、内閣府


（科学技術政策・イノベーション担当）、文部科学省、◎厚生労働省、経済産業省】※ 


 保険者による健康づくりを促進させるインセンティブ制度（後期高齢者支援金の加算減算制度）


の導入・実施【◎厚生労働省】 


 国保有レセプトデータ等の更なる利活用に向けた改善策の検討、同改善策の早期開始【内閣官


房情報通信技術担当室、◎厚生労働省、経済産業省】 


 国民が必要なワクチン接種を受けられる体制の整備【総務省、◎厚生労働省】 


 


５．医療の国際化推進 


 医療サービスと医療機器が一体となった海外展開・基盤の整備【◎内閣官房医療イノベーショ


ン推進室、総務省、外務省、◎厚生労働省、◎経済産業省】※ 


 外国人患者の受入れ環境整備【◎厚生労働省、◎経済産業省】※ 


 臨床修練制度についての必要な見直しの実施【◎厚生労働省】 
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科学技術イノベーション・情報通信戦略 


 


１． 科学技術イノベーション 


（１）国際競争力ある科学技術イノベーションシステムの構築 


①組織改革 


 「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」に基づいた国立研究開発行政法人の制


度・運用及び組織統合の検討・措置、国立研究開発行政法人における研究開発の推進【内閣府


（科学技術政策・イノベーション担当）、◎文部科学省等】 


 リーディング大学院の構築、リーディング大学院における世界をけん引する人材の育成【◎文


部科学省】 


②国際化 


 トップレベル頭脳循環システム（仮称）の構築、研究者交流の推進【内閣府（科学技術政策・


イノベーション担当）、◎文部科学省等】 


 東アジア・サイエンス＆イノベーションエリア構築の推進体制確立、多国間共同研究プログラ


ムの実施【◎内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、総務省、外務省、文部科学省、経


済産業省等】 


③人材強化 


 科学技術イノベーションを担う人材の育成強化【内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、


◎文部科学省、経済産業省】 


 


（２）科学技術イノベーション政策推進体制の強化 


 「科学技術イノベーション戦略本部（仮称）」の設置、総合司令塔機能の強化【◎内閣府（科学


技術政策・イノベーション担当）等】 


 


（３）基礎研究の強化とイノベーション創出の加速 


 科学技術イノベーション戦略協議会の検討を踏まえたイノベーション創出加速に向けた具体策


の取りまとめ・実施【◎内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、総務省、文部科学省、


厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省】※ 


 類似制度の整理・統合を含めた競争的資金の再編、審査・フォローアップ体制の改善・強化【◎


内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、◎総務省、◎文部科学省、◎厚生労働省、◎農


林水産省、◎経済産業省、◎国土交通省、◎環境省】 


 最先端研究開発支援プログラムの実施【◎内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、文部


科学省】 


 


（４）産学官連携、地域イノベーション 


①府省連携・産学官一体の取組によるイノベーションの創出 


 府省連携・産学官一体によるイノベーション創出に向けた研究開発体制強化【◎内閣府（科学


技術政策・イノベーション担当）、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、
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国土交通省、環境省】※ 


 府省連携・産学官一体によるイノベーション創出に向けた研究開発の推進【◎内閣府（科学技


術政策・イノベーション担当）、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、


国土交通省、環境省】※ 


 世界的な産学官集中連携拠点の構築、オープンイノベーションの実現と推進【内閣府（科学技


術政策・イノベーション担当）、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、◎経済産業省、


国土交通省、環境省】 


②地域イノベーション創出のための共同研究開発の推進、産学官ネットワーク化 


 地域イノベーション創出とその社会還元のための共同研究開発の推進、産学官ネットワーク化、


地域間連携の促進と競争力の高い分野への重点化、新産業・新市場の創出の加速化【◎文部科


学省、農林水産省、◎経済産業省等】 


 


（５）研究開発投資の促進 


 政府の関与する研究開発投資の第４期科学技術基本計画に沿った拡充、研究開発投資の促進に


向けた各種施策（規制・制度の見直しや研究開発税制等）の検討・実施【◎内閣府（科学技術


政策・イノベーション担当）、総務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産


業省、国土交通省、環境省等】※ 


 


２．情報通信 


（１）国民本位の電子行政の実現 


 行政キオスク端末の普及促進【◎内閣官房情報通信技術担当室、総務省、法務省、経済産業省


等】 


 政府情報システム刷新等に向けた取組の実施【◎内閣官房情報通信技術担当室、内閣官房行政


改革実行本部事務局、総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省等】 


 オープンガバメントの戦略的な推進【◎内閣官房情報通信技術担当室、総務省、経済産業省等】 


 国民ＩＤ制度の推進【◎内閣官房情報通信技術担当室、内閣官房情報セキュリティセンター、


総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省等】 


 


（２）情報通信基盤の構築 


 「情報通信技術利活用のための規制・制度改革に係る対処方針」等に基づく規制改革の実施、


対処方針のフォローアップ・更新の継続的な実施【◎内閣官房情報通信技術担当室、「対処方針」


等関係省庁】 


 未整備地域における光ファイバ等の整備の推進、ブロードバンド料金の低廉化やサービスの多


様化の実現のための公正競争環境の整備【◎総務省】 


 ＩＴ防災ライフラインのアクションプランの策定、同アクションプランのうち、実行できる施


策から順次実施（2013 年夏頃までの実行を目標）【◎内閣官房情報通信技術担当室、内閣府（防


災担当、科学技術政策・イノベーション担当）、総務省、経済産業省等】 


 大震災の経験を踏まえた情報通信インフラの耐災害性強化【◎総務省、文部科学省】 
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（３）情報通信技術の活用による産業活性化 


 クラウドコンピューティング等を通じたデータ利活用による競争力確保のための環境整備【◎


総務省、◎文部科学省、◎経済産業省】 


 著作権制度上の課題（保護期間、補償金制度の在り方等）について結論、同結論を踏まえた著


作物のデジタル化・ネットワーク化に柔軟に対応できる著作権制度の整備【◎文部科学省】 


 戦略分野（新世代ネットワーク、クラウド、革新的デバイス、立体映像システム等）への技術


開発成果の早期市場投入【内閣官房情報通信技術担当室、内閣官房知的財産戦略推進事務局、


内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、◎総務省、◎文部科学省、◎経済産業省】 


 電波有効利用の促進のための諸課題・具体的方策の整理・解決・実現【◎総務省】 


 情報通信技術を活用した異業種・異分野の融合【総務省、◎経済産業省】 


 サイバー攻撃への対処等を含めた情報セキュリティ・信頼性の強化【内閣官房副長官補室（安


全保障・危機管理担当）、◎内閣官房情報セキュリティセンター、警察庁、◎総務省、◎経済産


業省、防衛省】 


 インターネットの適正な利用等に関するグローバルなルールづくりに向けた国際連携の推進


【◎総務省、◎外務省、◎経済産業省等】 


 ＩＴＳ（高度道路交通システム）の推進【◎内閣官房情報通信技術担当室、内閣府（科学技術


政策・イノベーション担当）、警察庁、総務省、経済産業省、国土交通省等】 


 


３．宇宙・海洋 


 宇宙空間の開発・利用の戦略的な推進【◎内閣府（宇宙戦略室）、警察庁、総務省、外務省、文


部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省等】 


 海洋の開発・利用・保全の戦略的な推進【◎内閣官房総合海洋政策本部事務局、外務省、文部


科学省、経済産業省、国土交通省、環境省等】 
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中小企業戦略 


 


１． 中小・小規模企業政策の抜本強化 


 小さな企業を支援するための施策の再構築【◎経済産業省】 


 中小・ベンチャー企業の起業・創業・育成の支援体制強化、追加施策の実施【◎経済産業省、


◎文部科学省】 


 ものづくり技術の強化・承継に関する施策強化【◎厚生労働省、◎経済産業省】 


 中小企業の人材確保・育成・定着支援【◎経済産業省】 


 中小企業の事業再生【◎内閣府（企業再生支援機構担当室）、◎金融庁、◎経済産業省】 


 中小企業の海外展開支援等【◎外務省、◎財務省、農林水産省、◎経済産業省、国土交通省】 


 中小・ベンチャー企業の知財活動の強化【内閣官房知的財産戦略推進事務局、◎経済産業省】 


 


２．金融円滑化法の期限到来も踏まえた中小企業等への支援 


 将来の成長可能性を重視した金融の実現、地域密着型金融の推進【◎金融庁、◎財務省、◎経


済産業省】 


 金融円滑化法からの円滑な移行に向けた体制整備【◎内閣府（企業再生支援機構担当室）、◎金


融庁、◎経済産業省】 


 個人保証制度の見直し【◎金融庁、◎法務省、◎財務省、◎経済産業省】 


 動産・売掛債権担保の利用促進策の整備【◎金融庁、◎法務省】 


 金融機関による資本性資金の供給促進策（５％出資規制の見直しを含む）の検討【◎金融庁】 


 多様な資金調達が可能な金融資本市場の実現【◎金融庁】 
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農林漁業再生戦略 


 


１．持続可能な力強い農業の実現 


 戸別所得補償制度の適切な推進【◎農林水産省】 


 集落・地域における「人・農地プラン」の作成・更新の促進【◎農林水産省】 


 青年就農給付金の給付、農業法人による雇用就農の促進【◎農林水産省】 


 地域の中心となる経営体への農地集積、農地の大区画化・汎用化【◎農林水産省】 


 意欲ある多様な経営体による農地の有効利用の促進（2009 年改正農地制度の検証・結論を含む）


【◎農林水産省】 


 食料自給率目標達成に寄与する需要・生産両面での取組の強化【◎農林水産省】 


 


２．６次産業化・成長産業化、流通効率化 


 「株式会社農林漁業成長産業化支援機構法案」の成立後、機構の設立、地域ファンドの募集・


組成、地域ファンドを通じ、６次産業化に取り組む事業体への出資、民間による投資の活性化


【◎農林水産省】 


 ６次産業化法認定事業者等へのサポート、「６次産業創出総合対策」の実施【◎農林水産省】 


 知的財産や先端技術を活用した新産業創出【◎農林水産省、経済産業省】 


 「食品産業の将来ビジョン」に則した取組の推進【◎農林水産省】 


 「美味しい」「安全」「環境にやさしい」といった持ち味を再構築する取組の推進【消費者庁、


総務省、◎農林水産省、経済産業省】 


 食品安全行政におけるリスク管理機関を一元化した「食品安全庁」についての検討【◎消費者


庁、◎厚生労働省、◎農林水産省】 


 「『食』に関する将来ビジョン」の改訂、着実な実施【消費者庁、総務省、外務省、財務省、文


部科学省、厚生労働省、◎農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省等】 


 


３．エネルギー生産への農山漁村の資源の活用 


 農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギーの導入促進、農山漁村における自


立・分散型エネルギー供給システムの導入推進【内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）、


総務省、◎農林水産省、経済産業省、環境省】 


 


４．森林・林業再生、水産業再生 


（１）森林・林業再生プランの推進等 


 「森林・林業再生プラン」を踏まえて策定された「森林・林業基本計画」の着実な実施【内閣


府（科学技術政策・イノベーション担当）、◎農林水産省、経済産業省】 


 公共建築物等木材利用促進法に基づく公共建築物等における木材利用の促進【◎農林水産省、


国土交通省】 


（２）水産基本計画等に基づく施策の推進 


 「水産基本計画」等の着実な実施【◎農林水産省】 







11 
 


金融戦略 


 


１．国民金融資産の形成支援を通じた成長マネーの供給拡大 


 確定拠出年金の普及・拡充【◎厚生労働省】 


 日本版 ISA の所要の検討【◎金融庁】 


 教育資金を通じた世代間の資産移転促進策の在り方の検討【金融庁、◎文部科学省】 


 ふるさと投資（地域活性化小口投資）プラットフォームの構築・運用開始【◎内閣官房地域活


性化統合事務局】 


 休眠預金活用に向けた調査実施、体制及び継続的な計数の把握・開示の在り方の検討【◎内閣


官房国家戦略室、◎金融庁】 


 J リート市場の活性化【◎金融庁、◎国土交通省】 


 不動産金融の円滑化【◎金融庁、◎経済産業省、◎国土交通省】 


 不動産の世代間の資産移転促進【◎国土交通省】 


 国民が資産を安心して有効活用できる環境整備【◎金融庁】 


 


２．政策金融・官民連携による資金供給の拡大 


 年金資金を含む公的・準公的セクター資金の有効活用【◎内閣官房国家戦略室、◎厚生労働省


等】 


 政府系金融機関等の活用【◎財務省、経済産業省】 


 産業革新機構の活用【◎経済産業省】 


 「株式会社農林漁業成長産業化支援機構法案」の成立後、機構の設立、地域ファンドの募集・


組成【◎農林水産省】 


 法案成立後、民間資金等活用事業推進機構設立、投資開始、個別案件形成促進【◎内閣官房 PFI


法改正法案等準備室、◎内閣府（PFI 推進室）、国土交通省等】 


 インフラ投資向け基盤整備【◎金融庁、総務省、◎財務省】 


 ベンチャー支援【◎文部科学省、◎経済産業省】 


 


３．金融円滑化法の期限到来も踏まえた中小企業等への支援（中小企業戦略の再掲） 


 


４．アジアにおける我が国企業・金融機関・市場の地位確立 


（１）アジア金融センターへ向けた我が国金融資本市場・金融機関の競争力向上 


 総合的な取引所実現へ向けた法改正、法改正に伴う関係政府令等の整備【◎金融庁、◎農林水


産省、◎経済産業省】 


 清算証拠金・口座の一元化や税制（損益通算等）の検討、実施【◎金融庁、◎農林水産省、◎


経済産業省】 


 我が国金融機関・市場の競争力向上【◎金融庁】 


 高度外国人材にとって魅力ある雇用・労働環境や社会・生活環境の整備（再掲）【◎内閣府（経


済財政運営（産業・雇用担当））、法務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省】 
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 保険会社の成長力・競争力強化【◎金融庁】 


 日本のイニシアティブによるアジア金融資本市場の整備・開放、グローバル規制改革の推進【◎


金融庁、◎財務省】 


（２）我が国企業の国際競争力の強化支援 


 海外展開向け資金供給態勢強化【◎金融庁、◎外務省、◎財務省、◎経済産業省、◎国土交通


省】 


 アジア新興国等における都市開発プロジェクトの推進方策の構築【◎国土交通省】 


 企業の戦略的な事業再編の促進【◎公正取引委員会、金融庁、◎法務省、◎経済産業省】 
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観光立国戦略 


 


１．訪日外国人旅行者の増大に向けた取組と受入環境水準の向上 


（１）訪日外国人旅行者の誘致 


 オールジャパン訪日プロモーション体制の構築；訪日外国人旅行者の市場別目標（2016 年、2020


年）の設定【外務省、経済産業省、◎国土交通省】 


 


（２）訪日外国人旅行者の出入国の円滑化 


 訪日外国人の円滑かつ適正な出入国審査の方策検討【◎法務省、国土交通省】 


 東南アジアをはじめとする新興国からの訪日客に対する査証発給要件の見直し【◎外務省】 


 


（３）空港利用に係る受入環境水準の向上 


 欧州等、アジアの国・地域以外にもオープンスカイの対象を拡大（2012 年７月現在、17 カ国・


地域との間でオープンスカイに合意）【◎国土交通省】 


 〔羽田〕国内線発着枠２万回の増枠、発着枠昼間 40.7 万回＋深夜早朝 4.0 万回（うち国際枠９


万回）の実現、C滑走路延伸部の供用；〔成田〕発着枠 27 万回の実現、ビジネスジェット専用タ


ーミナルの利用円滑化等の推進、発着枠 30 万回の実現【◎国土交通省】 


 〔関空〕関空・伊丹の経営統合、両空港の事業価値増大に資する施策の推進及びコンセッショ


ンの実施【◎国土交通省】 


 大都市圏拠点空港へのアクセス改善検討【◎国土交通省】 


 


２．国内外から選好される魅力ある観光地域づくり 


（１）観光需要拡大と雇用創出のための地域の取組支援 


 日本を代表し得る魅力ある観光地域について、恒常的な評価体制を構築【◎国土交通省】 


 魅力ある観光地域づくりのための環境整備に向けた施策の検討・実施【内閣官房国家戦略室、


警察庁、財務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、◎国土交通省】 


 ニューツーリズム（エコツーリズム、グリーンツーリズム、スポーツツーリズム、ヘルスツー


リズム、ユニバーサルツーリズム、医療と連携した観光等）の取組支援に関する検討【厚生労


働省、農林水産省、経済産業省、◎国土交通省、環境省】 


 


（２）MICE（Meeting, Incentive, Convention, Exhibition/ Event）の誘致・開催の推進 


 国際見本市や国際会議等の MICE 分野の戦略再構築、施策の展開を通じた国際競争力の強化【文


部科学省、経済産業省、◎国土交通省】 


 


３．国内観光需要の喚起 


（１）LCC の就航促進、空港運営の効率化 


 関西空港及び成田空港の LCC 専用ターミナル整備等を推進【◎国土交通省】 


 LCC やビジネスジェットの推進等につながる技術規制の見直し及び新たな基準の定着【◎国土交
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通省】 


 「民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法律」の成立後、基本方針策定、提案


募集（マーケット・サウンディング）実施、委託の実施【◎国土交通省】 


 


（２）休暇改革の推進 


 有給休暇の取得促進； 学校休業日の柔軟な設定に係る促進事業等を通じた、取組事例の蓄積・


効果検証； 連続休暇を含む休暇取得の分散化について震災後の国民生活・経済活動等への影響


及び国民的コンセンサスの状況を踏まえ継続検討【内閣府（大臣官房総務課）、文部科学省、厚


生労働省、◎国土交通省】 
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アジア太平洋経済戦略 


 


１．経済連携の推進 


（１）EPA/FTA の推進 


 APEC エコノミーとの交渉【◎内閣官房副長官補室、総務省、◎外務省、財務省、厚生労働省、


農林水産省、経済産業省、国土交通省等】 


 APEC 域外国との交渉【◎内閣官房副長官補室、総務省、◎外務省、財務省、厚生労働省、農林


水産省、経済産業省、国土交通省等】 


 


（２）経済連携強化のための国内制度改革等の実施等 


 経済連携強化のための国内制度改革等の実施【◎内閣官房副長官補室、内閣府（行政刷新会議


事務局）、◎総務省、◎外務省、◎財務省、◎厚生労働省、◎農林水産省、◎経済産業省、◎国


土交通省等】 


 貿易関連手続の一層の円滑化【外務省、◎財務省、◎経済産業省、国土交通省】 


 


２．パッケージ型インフラ海外展開の推進 


 パッケージ型インフラ海外展開促進プログラムの実施【内閣官房国家戦略室、◎内閣官房副長


官補室、内閣府（宇宙戦略室）、総務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産


省、経済産業省、国土交通省、環境省等】 


 面的支援の強化（広域開発プロジェクトの上流段階からの関与）【◎内閣官房副長官補室、内閣


府（宇宙戦略室）、総務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業


省、国土交通省、環境省等】 


 インフラ案件の発掘・形成力の強化【◎内閣官房副長官補室、内閣府宇宙戦略室、総務省、外


務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省等】 


 「川上から川下まで」の受注に向けた体制の強化・プレイヤーの競争力強化【◎内閣官房副長


官補室、内閣府（宇宙戦略室）、総務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産


省、経済産業省、国土交通省、環境省等】 


 コスト競争力及び他国との差別化強化【◎内閣官房副長官補室、内閣府（宇宙戦略室）、総務省、


外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省等】 


 インフラプロジェクト専門官の活用強化【◎内閣官房副長官補室、◎外務省】 


 公的ファイナンス支援の強化【◎内閣官房副長官補室、◎外務省、◎財務省、◎経済産業省】 


 重点的取組分野等の拡大・戦略構築【内閣官房国家戦略室、◎内閣官房副長官補室、内閣府（宇


宙戦略室）、総務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国


土交通省、環境省等】 


 


３．新興国ボリュームゾーン市場等開拓 


 輸出・進出のための成長拠点開発、ビジネス環境改善【外務省、◎経済産業省】 


 新興国での事業に必要な内外人材の育成・確保【外務省、◎経済産業省】 
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 中小企業の海外展開支援等（再掲）【◎外務省、◎財務省、農林水産省、◎経済産業省、国土交


通省】 


 サービス業の海外展開支援【外務省、◎経済産業省】 


 医療サービスと医療機器が一体となった海外展開・基盤の整備（再掲）【◎内閣官房医療イノベ


ーション推進室、総務省、外務省、◎厚生労働省、◎経済産業省】※ 


 低炭素技術・製品等の市場開拓支援【外務省、◎経済産業省、◎環境省】 


 建設企業等の海外展開支援【外務省、◎国土交通省】 


 


４．国際標準化戦略の推進 


 特定戦略分野における国際標準化戦略の推進と情勢変化に応じた新たな特定戦略分野の選定の


検討・実施【◎内閣官房知的財産戦略推進事務局、内閣府（科学技術政策・イノベーション担


当）、総務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、◎国土交通省、環境省】 


 


５．偽造品の取引の防止に関する協定（ACTA）の早期発効・参加促進等による知的財産権の保護強


化 


 偽造品の取引の防止に関する協定（ACTA）の早期発効・参加促進【◎内閣官房知的財産戦略推


進事務局、総務省、◎外務省、財務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省】 


 海外における知財保護強化【◎内閣官房知的財産戦略推進事務局、総務省、外務省、財務省、


文部科学省、農林水産省、経済産業省】 


 


６．クールジャパンの推進 


（１）クールジャパンの発信、輸出、海外展開策の実施 


 オールジャパンでの実施・発信体制確立・推進【内閣官房国家戦略室、◎内閣官房知的財産戦


略推進事務局、総務省、外務省、財務省、文部科学省、農林水産省、◎経済産業省、国土交通


省】 


 在外公館等の活用、出先機関間の連携・機能統合【◎外務省、経済産業省、国土交通省】 


 


（２）クリエイティブ産業の競争力向上 


 クリエイティブ人材育成の強化（文部科学省、◎経済産業省） 


 コンテンツ配信・放送、新たなメディア創出のためのインフラ・法制度整備・グローバル展開


支援【◎総務省、◎経済産業省】 


 外需を取り込んだ地域振興策の推進【◎内閣官房知的財産戦略推進事務局、内閣官房地域活性


化統合事務局、警察庁、財務省、文部科学省、農林水産省、◎経済産業省、国土交通省】 


 


７．ヒトの流れ倍増 


 在留期間上限の伸長、再入国許可制度の緩和【◎法務省、外務省、厚生労働省、経済産業省】 


 実施状況を踏まえ、制度の運用等について必要に応じた見直し【◎法務省、外務省、厚生労働


省、経済産業省】 
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 ポイント制を通じた出入国管理上の優遇制度の円滑な運用、ポイント制活用に向けた産業界等


への広報、外国人材呼び込み促進【◎法務省、厚生労働省、◎経済産業省】 


 制度の実施状況の分析を踏まえた制度の見直し及び在留期間の更新の取扱い並びに目標設定に


ついての検討【◎法務省、厚生労働省、経済産業省】 


 高度外国人材にとって魅力ある雇用・労働環境や社会・生活環境の整備（再掲）【◎内閣府（経


済財政運営（産業・雇用担当））、法務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省】 


 現行基準に該当しない専門・技術人材につき、引き続きニーズ等を聴取し、我が国の労働市場


や産業、国民生活に与える影響等を勘案しつつ、随時検討【◎法務省、外務省、厚生労働省、


経済産業省】 


 看護師・介護福祉士試験のあり方の見直し【◎厚生労働省、】 


 日本語能力等の向上に向けての取組・受験機会の拡大等の検討【◎外務省、◎厚生労働省、経


済産業省】 


 


８．モノの流れ倍増 


 我が国物流システムの海外展開の推進【◎国土交通省】 


 改正港湾法に基づく、港湾運営会社による港湾経営の実現【◎国土交通省】 


 京浜港と阪神港それぞれにおける一体運営の実現【◎国土交通省】 


 フィーダー機能強化での貨物集約等による基幹航路就航の拡大【◎国土交通省】 


 国際コンテナ戦略港湾と結ぶ内航航路・鉄道ダイヤの事業化【◎国土交通省】 


 国際コンテナ戦略港湾の国内ハブ化【◎国土交通省】 


 国際バルク戦略港湾における定量的かつ具体的な施策効果の分析等のための調査【◎国土交通


省】 


 国際バルク戦略港湾における主力輸送船舶の満載での入港に対応【◎国土交通省】 


 日本籍船を中核とする日本商船隊の国際競争力強化、船員の確保・育成、造船業の国際競争力


強化【◎国土交通省】 


 


９．カネの流れ倍増 


（１）投資協定、租税条約、社会保障協定の重点的・積極的な推進 


 投資協定、社会保障協定について、優先度が高いと判断される国から交渉推進；租税条約の更


なるネットワーク拡充【◎外務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省】 


（２）海外不動産投資の促進 


 海外不動産投資の活性化【◎金融庁、◎国土交通省】 


（３）円高メリットの活用等 


 円高メリットも活用した海外 M&A の促進や資源確保等【◎財務省、◎経済産業省】 


 国際的にも透明性の高い契約ルール整備に向けた民法の具体的な改正の方向性に関する中間試


案の策定【◎法務省】 


 中間試案を踏まえた同改正法の制定【◎法務省】 
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１０．アジア拠点化の推進、立地補助金の活用等 


（１）アジア拠点化・対日投資促進プログラムの着実な推進 


 アジア拠点化推進法の施行；「アジア拠点化・対日投資促進プログラム」の推進；政府一体とな


った積極的な国際広報；「開かれた復興」に資する対日投資の誘致展開【内閣官房国家戦略室、


内閣官房地域活性化統合事務局、内閣広報室、◎内閣府（対日直接投資推進室）、復興庁、外務


省、◎経済産業省】 


 高度外国人材にとって魅力ある雇用・労働環境や社会・生活環境の整備【◎内閣府（経済財政


運営（産業・雇用担当））、法務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省】 


 


（２）立地補助金の活用等による競争力強化 


 円高や電力制約下での、サプライチェーンの中核的な部品素材分野、高付加価値の成長分野の


生産拠点に対する、国内立地補助の措置【◎経済産業省】 


 法人実効税率 5%引き下げ；実効税率 5%引き下げ実現【総務省、財務省、◎経済産業省】 


 


１１．農林水産物等の輸出促進等 


 輸出戦略（「農林水産物・食品輸出の拡大に向けて」）等の着実な実施【◎内閣官房国家戦略室、


内閣官房知的財産戦略推進事務局、外務省、財務省、厚生労働省、◎農林水産省、経済産業省、


国土交通省】 
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生活・雇用戦略 


 


１．若者の就労促進 


 機会均等・キャリア教育の充実【◎内閣府（経済財政運営（企画担当））、文部科学省、厚生労


働省、経済産業省】 


 雇用のミスマッチ解消【◎内閣府（経済財政運営（企画担当））、文部科学省、厚生労働省、経


済産業省】 


 キャリア・アップ支援【◎内閣府（経済財政運営（企画担当））、文部科学省、厚生労働省、経


済産業省】 


 教育資金貸付の拡充、検証・改善の検討【◎財務省】 


 


２．女性の就労促進 


 「女性の活躍促進による経済活性化」行動計画の策定、実施【◎内閣官房国家戦略室、（人事院、）


◎内閣府（男女共同参画）、金融庁、総務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林


水産省、経済産業省】 


 男性の意識改革（社会全体の意識改革を含む）【◎内閣官房国家戦略室、◎内閣府（男女共同参


画）】※ 


 思い切ったポジティブ・アクション【◎内閣官房国家戦略室、◎内閣府（男女共同参画）】※ 


 公務員から率先して取り組む【◎内閣官房国家戦略室、◎内閣府（男女共同参画）】※ 


（※具体的な施策については、「女性の活躍促進による経済活性化」行動計画の割振りによる。） 


 


３．高齢者の就労促進 


 希望者全員の 65 歳までの雇用確保のための法制上の措置、希望者全員の 65 歳までの雇用確保


に係る普及啓発、希望者全員の 65 歳までの雇用確保のための制度の実施、普及啓発【◎厚生労


働省】 


 


４．障がい者の就労促進 


 障害者権利条約批准に向けた障害者雇用促進法の見直しについて検討し、結論を得る、検討結


果に基づく必要な制度の見直し・着実な実施【◎厚生労働省】 


 障がい者職業能力開発施策の推進【◎厚生労働省】 


 国等における障がい者就労施設等に対する発注拡大（障害者基本計画への位置付けを検討）、障


害者政策委員会による基本計画の実施状況の監視、監視結果を踏まえた見直し【◎内閣府（共


生社会政策担当）、総務省、◎厚生労働省】 


 


５．「セーフティ・ネットワーク」の整備 


 生活支援戦略・中期プランの策定、着実な実施、国民の信頼に足る制度となるよう生活保護制


度の見直し【金融庁、総務省、法務省、文部科学省、◎厚生労働省、国土交通省】 


 パーソナル・サポート（個別支援）の制度化に向けたモデル・プロジェクトの実施、効果検証、
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社会的排除リスクの実態調査実施（震災による影響を含む）【◎内閣府（経済社会システム）、


厚生労働省】 


 求職者支援制度の着実な実施、施行状況の検証と必要に応じた見直し検討【◎厚生労働省】 


 雇用保険について、できるだけ速やかに安定財源を確保した上で、国庫負担割合の原則復帰【◎


厚生労働省】 


 


６．「地域雇用創造」の推進 


 重点分野雇用創出事業等の実施【◎厚生労働省】 


 事業復興型雇用創出事業、生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業の実施（被災地のみ）、


震災等緊急雇用対策事業の実施（2013 年度末まで実施）【◎厚生労働省】 


 実践型地域雇用創造事業の実施、事業の効果を見極めつつ検討【◎厚生労働省】 


 地域雇用対策の在り方について検討、検討を踏まえた施策の見直し・実施【◎厚生労働省】 


 


７．ワーク・ライフ・バランスの実現 


 年次有給休暇の取得促進【◎厚生労働省】 


 長時間労働の抑制【◎厚生労働省】 


 


８．同一価値労働同一賃金に向けた均等・均衡待遇の推進 


 労働契約法改正案の成立を踏まえ、改正法の周知啓発の徹底、５年到達前の円滑な無期労働契


約への転換のための施策について実施【◎厚生労働省】 


 パートタイム労働法の施行状況を踏まえた見直し検討について労働政策審議会で結論、所要の


見直し措置、見直し措置の周知啓発【◎厚生労働省】 


 労働者派遣法改正法の周知啓発、労働契約申込みみなし制度の施行【◎厚生労働省】 


 労使の合意を得つつ望ましい働き方ビジョンを踏まえ実効ある取組を推進【◎厚生労働省】 


 


９．最低賃金の引上げ  


 最低賃金について、できる限り早期に全国最低 800 円を確保し、景気状況に配慮しつつ、全国


平均 1,000 円を目指す、「円卓合意」を踏まえ、最低賃金引上げと中小企業の生産性向上に向け


た政労使一体となった取組【内閣府（経済財政運営（産業・雇用担当））、◎厚生労働省、経済


産業省】 


 


１０．職場における安全衛生対策の推進  


 第 12 次労働災害防止計画の策定、実施【◎厚生労働省】 


 震災復旧・復興工事における労働災害発生防止対策の推進【◎厚生労働省】 


 改正労働安全衛生法の周知啓発の徹底、職場におけるメンタルヘルス対策、受動喫煙対策の推


進【◎厚生労働省】 


 


１１．社会・環境分野の課題解決と経済成長を一体的に推進し、国民の不幸を最小化 
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（１）政府だけでは解決できない社会的諸課題に対して、様々な主体が参画し、協働して国民のニ


ーズにきめ細かに対応することで解決 


 自殺総合対策大綱改定、着実な実施【◎内閣府（共生社会政策担当）】 


 うつ病対策の充実等に向けた精神保健福祉法改正の検討・結論【◎厚生労働省】 


 社会的孤立防止に向けた見守り・地域生活支援、ひきこもりの社会参加支援【◎厚生労働省】 


 犯罪の起きにくい社会づくりの推進、治安水準の更なる向上【◎警察庁、法務省】 


 再犯防止に向けた総合対策の策定、着実な実施、成果・効果の検証【◎内閣官房副長官補室、


警察庁、◎法務省】 


 


（２）社会進歩を測定する指標づくりに関し、各国政府及び国際機関と連携し、新しい成長及び幸


福度について調査研究を推進、幸福感・満足感を引き上げる観点から社会的課題を解決 


 幸福度指標試案を踏まえ、幸福度指標に必要なデータ収集のための縦断プレ調査実施、調査結


果を活用した幸福度指標に関する研究【◎内閣府（経済社会システム、経済社会総合研究所）】 


 


（３）消費者の権利を守り、消費者が安心できる市場の整備に向けた取組の強化 


 地方消費者行政の充実・強化に向けた新たな支援策の検討・結論、支援の推進【◎消費者庁、


法務省】 


 消費者の生命・身体・財産保護の強化に係る法案の提出、消費者事故等の原因究明・対策提言・


再発防止の推進、消費者被害の防止・救済に向けた訴訟制度の活用【◎消費者庁】 


 


１２．待機児童の解消、働くことを希望するすべての人が仕事を継続・復帰 


（１）子ども・子育て関連３法案の円滑な施行 


 子ども・子育て関連３法案の提出、子ども・子育て会議の設置、国における基本指針の策定、


新制度の本格施行に向け必要となる基準等の検討、都道府県等への周知、子ども・子育て３法


案に基づく新制度の本格施行【◎内閣府（共生・少子化対策担当）、総務省、財務省、文部科学


省、厚生労働省、経済産業省】 


 


（２）子ども・子育て関連３法案の本格施行までの緊急対策等 


 既存の待機児童解消策等による新制度本格施行までの緊急対策の実施【内閣府（共生・少子化


対策担当）、◎厚生労働省】 


 放課後児童クラブの拡充【内閣府（共生・少子化対策担当）、◎厚生労働省】 


 


（３）まちづくりや教育機関等と連携した子育て支援の実施 


 育児サービスへの集中投資による環境整備【内閣府（共生・少子化対策担当）、◎財務省、文部


科学省、◎厚生労働省、経済産業省、◎国土交通省】  
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人材育成戦略 


 


１．国と未来を拓く基礎となる初等中等教育 


 ６３３制の柔軟化等による意欲ある地域の取組の推進【◎文部科学省】 


 重要能力・スキルの確実な習得（・課題発見・解決能力や論理的思考力、コミュニケーション


能力の育成 ・外国語教育、理数教育、情報教育、キャリア教育・職業教育の充実）、検証結果


を踏まえた教育指導の改善【◎文部科学省】 


 ICT を活用した教育（特別支援教育を含む）に関する実証研究の改善等、児童生徒１人１台の情


報端末による教育の本格展開の検討・推進【総務省、◎文部科学省】 


 教員養成システムの改善策、教員や専門的・支援的スタッフの体制の在り方の取りまとめ、教


員養成・採用・研修の改善、教員や専門的・支援的スタッフの体制の整備【◎文部科学省】 


 コミュニティ・スクール推進員の取組の構築、学校評価の好事例と実態把握、コミュニティ・


スクールの導入促進、実効性高い学校評価の取組の推進【◎文部科学省】 


 実践的な英語教育の強化・高校生の留学促進等【◎文部科学省】 


 


２．世界と日本を支える人材を生み出す高等教育等 


 大学ビジョン、国立大学改革基本方針の策定、高等教育の抜本的改革【◎文部科学省】 


 グローバル人材育成戦略の推進、秋季入学導入の進捗状況に応じた環境整備の推進【◎内閣官


房副長官補室、人事院、総務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省等】 


 国際的に誇れる大学教育システムの確立【◎文部科学省、経済産業省】 


 日本人学生等の海外交流促進と外国人学生の戦略的獲得【外務省、◎文部科学省、厚生労働省、


経済産業省】 


 国際化対応ビジネス人材育成【外務省、文部科学省、◎経済産業省】 


 専門学校への留学支援【外務省、◎文部科学省】 


 若者雇用戦略の策定・実施（再掲）【◎内閣府（経済財政運営（企画担当））、文部科学省、厚生


労働省、経済産業省】 


 大学・専門学校等における社会人の学び直し等のニーズに対応した学修機会の提供【◎文部科


学省】 


 


３．民間教育サービスの発展 


 ISO 規格等の活用を含む自己評価・情報公開システム、教育支援人材等のニーズやマッチングの


実態把握に向けた調査実施、民間教育サービスの評価・情報公開、教育支援人材等の評価・活


用の推進【◎文部科学省、厚生労働省、経済産業省】 


 


４．成長分野における人材の育成・確保・活用 


 成長分野での人材育成・活用プラットフォーム創出、人材活用のための再教育・マッチングの


仕組みの構築【◎経済産業省】 
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５．成長分野における実践的な職業能力の評価・認定制度の実施等 


 実践的な職業能力の評価・認定制度を被災地で重点的に実施、制度の着実な実施、大学・専門


学校等の教育システムとの連携強化、実施状況の検証【◎内閣府（経済財政運営（産業・雇用


担当））、文部科学省、厚生労働省、経済産業省等】 


 技術革新等に対応した職業訓練の推進【◎厚生労働省】 


 ジョブ・カードの普及促進【内閣府（経済財政運営（企画担当））、◎厚生労働省】 


 労働者に対する能力開発の支援【◎厚生労働省】 
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国土・地域活力戦略 


 


１． 地域再生、都市再生 


（１）地域における成功事例の創出、地域資源活用 


 地域活性化総合特区における規制緩和等支援実施、支援の実施・強化及び基本方針に基づき新


たな区域の特区指定を検討し適切に実施【◎内閣官房地域活性化統合事務局】 


 地域再生法の一部を改正する法律、地域における重点的に取り組むべき政策課題の特定、地域


再生計画に基づく取組の実施【◎内閣官房地域活性化統合事務局】 


 環境未来都市の選定、計画策定、事業実施、環境未来都市の取り組み改善と評価、環境未来都


市の国内外プラットフォームの形成【◎内閣官房地域活性化統合事務局】 


 緑の分権改革推進、定住自立圏の形成促進、離島・過疎地域等の条件不利地域支援について地


域主権戦略の一環として課題の整理と解決【内閣府（地域主権戦略室）、◎総務省、農林水産省、


◎国土交通省】 


 地域づくりの担い手となる建設産業の体質強化【◎国土交通省】 


 「新しい公共」円卓会議及び「新しい公共」推進会議の提案に対する政府対応のフォローアッ


プ等【◎内閣府（経済社会システム）等】 


 改正特定非営利活動促進法の円滑な施行・周知、拡充された寄附税制の活用促進、改定特定非


営利活動促進法の実施状況を踏まえ、特定非営利活動に関する施策の在り方の検討・必要な措


置【◎内閣府（経済社会システム）】 


 各省庁・地方自治体においてＰＦＩ／ＰＰＰの具体的な案件形成の実施【◎内閣府（PFI 推進室）、


総務省、国土交通省等】 


 ＰＦＩ官民連携インフラファンドの創設、ファンドによる事業投資の実施【◎内閣官房 PFI 法


改正法案等準備室、◎内閣府（PFI 推進室）、国土交通省等】 


 独立採算型ＰＦＩの拡大に資するよう、公共施設整備を行う際に、まずはＰＦＩの実施の可否


を検討する制度につき、事務負担の観点にも留意しながら、独立採算型ＰＦＩを対象に、2013


年度において 2014 年度予算の編成プロセスから実施できるよう、検討、検討の結果に基づき措


置【◎内閣府（PFI 推進室）、総務省、財務省、国土交通省等】 


 


（２）大都市等の再生 


 国際戦略総合特区における規制緩和等支援実施、支援の実施・強化及び基本方針に基づき新た


な区域の特区指定を検討し適切に実施【◎内閣官房地域活性化統合事務局】 


 特定都市再生緊急整備地域等における規制緩和等による民間都市開発の推進、支援の実施・強


化、総合特区との連携推進、大都市の成長に係る戦略の推進【◎内閣官房地域活性化統合事務


局、国土交通省】 


 大都市の交通インフラ・ネットワークの機能拡充・強化のための点検・調査、対策検討、交通


インフラ・ネットワークの機能拡充・強化策の実施【◎国土交通省】 


 


（３）社会資本の戦略的な新設・維持管理 
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 社会資本整備重点計画の見直し、社会資本の戦略的・重点的な整備とフォローアップ【警察庁、


農林水産省、◎国土交通省】 


 主な社会資本の実態把握を行い今後の維持管理・更新費を推計、戦略的な実施、更なる実態把


握・推計、実施【内閣府（経済社会システム）、文部科学省、◎国土交通省】 


 国及び地方自治体における社会資本の維持管理、更新投資等マネジメントに係る計画の作成の


促進、更なる計画の策定の促進及び戦略的な実施【総務省、文部科学省、農林水産省、◎国土


交通省】 


 地域や社会のニーズに対応した国有財産・独法保有資産の有効活用等【◎財務省、◎国土交通


省】 


 


２． 良質な住宅ストックの供給と不動産流通市場の活性化 


（１）良質な住宅ストックの供給： 住生活基本計画、トータルプラン等に基づく市場環境の整備、


規制緩和等の実施 


 「中古住宅・リフォームトータルプラン」に基づく中古住宅流通・リフォーム市場の環境整備


【◎国土交通省】 


 既存不適格建築物等に係る住宅・建築関連制度の見直し【◎国土交通省】 


 既存住宅に係る長期優良住宅、住宅性能表示制度の基準の整備【◎国土交通省】 


 老朽マンションの改修に係る決議要件の適用関係の整理及び借地借家法における正当事由制度


に関する情報提供の早急な対応【◎法務省】 


 老朽マンションの建替え・改修の促進策の実施【◎法務省、◎国土交通省】 


 建築基準法等の改正内容の検討、必要な改正の実施【◎国土交通省】 


 サービス付き高齢者向け住宅の供給拡大【◎国土交通省】 


 リバース・モーゲージの活用促進【金融庁、◎国土交通省】 


 子育て世帯向けの住替えの促進、定期借地・借家制度の活用促進【◎国土交通省】 


 省エネ、耐震、バリアフリー性等に優れた住宅及びネットゼロエネルギーハウスの普及促進【経


済産業省、◎国土交通省、環境省】 


 


（２）不動産流通市場の活性化：不動産流通システム改革の実施 


 宅地建物取引業法等の関連制度の見直し【◎国土交通省】 


 市場流通時の物件情報の充実・改善、不動産に係る情報ストックの整備及び建物評価手法の見


直しに向けた対応強化等、新たな物件情報提供の運用開始、価格査定マニュアル等の改訂、不


動産に係る情報ストックの整備に係る運用開始【◎国土交通省】 


 先進的な不動産ビジネスモデルの育成・支援【◎国土交通省】 


 不動産価格指数（住宅）の整備、不動産価格指数（商業用不動産）の開発・整備【◎国土交通


省】 


 


３．地域の集約化（医職住の近接化・コンパクトシティの形成、次世代型の生活支援、条件不利地


域の生活・経済機能の維持・確保等） 
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 都市の低炭素化の促進に関する法律の制定後の政省令整備等、基本方針の策定、低炭素まちづ


くり計画の作成支援等、低炭素まちづくり計画等を通じた支援（医療・福祉施設、共同住宅等 の


集約整備、歩いて暮らせるまちづくり、高齢者住宅整備等）【警察庁、厚生労働省、経済産業省、


◎国土交通省、環境省】 


 公道走行を可能とする超小型モビリティの認定制度創設、先導導入・モニター調査等の実施【警


察庁、◎国土交通省】 


 生活・経済機能の集約化及び移動アクセスの確保への支援【警察庁、◎国土交通省】 


 日常生活サービス機能が集約した「小さな拠点」の事例の収集・整理・情報提供、集落地域に


おいて日常生活サービスの効果的・持続的な提供を支える「小さな拠点」形成の促進、関係省


庁間の連携強化【◎国土交通省】 


 情報通信技術を活用した新たな街づくり、グローバル展開の推進【◎総務省】 


 


４． 国全体の防災性向上 


（１）災害に強い国土・地域・経済の構築 


 大規模災害に対する防災・減災対策、危機管理体制の強化、継続的な対策・体制の点検・評価


【内閣官房副長官補室（安全保障・危機管理担当）、◎内閣府（防災担当）、警察庁、総務省、


法務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省】 


 安全で安心できる総合的な水管理の推進【厚生労働省、◎国土交通省、環境省】 


 住宅・建築物の耐震診断、耐震改修・更新に係る取組の強化【文部科学省、◎国土交通省】 


 地域防災力の向上（ハザードマップの公表、帰宅困難者対策、地域間連携・共助のための制度


づくり等）、継続的な対策・体制の点検・評価【◎内閣府（防災担当）、警察庁、総務省、文部


科学省、厚生労働省、農林水産省、◎国土交通省】 


 事業継続ガイドラインの充実、企業との連携による総合的訓練の実施等による企業の事業継続


計画（BCP）の実効性向上【◎内閣府（防災担当）、農林水産省、経済産業省】 


 


（２）大災害に対応できる中枢機能の構築 


 首都直下地震を念頭においた政府としてのバックアップ機能の確保方針の明確化等、首都直下


地震の業務継続計画訓練等を踏まえた不断の見直し【内閣官房副長官補室（安全保障・危機管


理担当）、◎内閣府（防災担当）、国土交通省】 
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世界における日本のプレゼンス（存在感）の強化 


 


１．人間の安全保障の実現への貢献 


 人間の安全保障の実現を目指した地球規模課題・開発課題への貢献【◎外務省、財務省】 


 サブサハラアフリカでの教育アクセス拡大、質の改善、衡平性向上、識字教育等での支援【◎


外務省、文部科学省】 


 ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ達成に向けた保健システム強化のための支援（人材育成・


アジア社会セーフティネット充実）【◎外務省、厚生労働省】 


 アジア社会セーフティネット等のアジア普及のためのロードマップ策定【◎外務省、◎厚生労


働省】 


 WHO、世界基金、ユニセフ、GAVI との連携による効果的な保健医療政策の推進【◎外務省、厚生


労働省】 


 農業・食料分野での食料の生産拡大や安定供給の支援を通じた貧困や飢餓人口の削減・食料安


全保障の確立【◎外務省、農林水産省】 


 


２．途上国等の成長の原動力となる人材の育成・確保 


 途上国の経済を支える人材の育成【◎外務省、財務省、文部科学省、経済産業省】 


 


３．途上国における強靭なインフラの整備 


 途上国の強靭なインフラの整備【内閣官房国家戦略室、◎内閣官房副長官補室、内閣府（宇宙


戦略室）、総務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土


交通省、環境省】 


 


４．我が国の技術を活かした途上国の防災対策 


 途上国における防災対策支援【内閣府（防災担当）、総務省、◎外務省、財務省、文部科学省、


農林水産省、経済産業省、国土交通省】 


 


５．世界のグリーン経済への移行 


 我が国の知見の共有、途上国グリーン成長戦略の策定実施支援、途上国への環境低炭素技術の


導入【総務省、◎外務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境


省】 


 


６．途上国における法制度整備 


 インクルーシブな成長の基礎となる法制度整備支援【◎法務省、◎外務省、経済産業省】 


 


７．戦略的、効果的な ODA の推進 


 日本のプレゼンスを高める戦略的、効果的な ODA の推進【◎外務省、財務省、経済産業省】 
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８．国際機関に勤務する邦人職員の増強 


 国際機関に勤務する専門職以上の職員の増強【◎外務省】 


 


９．日本の強み・魅力の発信・日本的な「価値」への理解促進 


 日本の強み・魅力の発信と日本的な「価値」への国際理解の促進【◎内閣官房国家戦略室、内


閣官房知的財産戦略推進事務局、◎内閣広報室、内閣府（政府広報室）、警察庁、復興庁、金融


庁、総務省、法務省、◎外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、


国土交通省、環境省、防衛省】 


 リスクコミュニケーションを含めた積極的な情報発信【◎内閣官房国家戦略室、◎内閣広報室、


内閣府（政府広報室）、◎外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交


通省、環境省】 


 発信コンテンツの多言語化【◎内閣官房国家戦略室、内閣官房知的財産戦略推進事務局、◎内


閣広報室、金融庁、総務省、◎外務省、農林水産省、経済産業省、国土交通省】 


 








 


 国家戦略担当大臣 


 


中期財政フレーム改訂の骨子（案） 


 


 


【基本的な考え方】 


○  持続可能な財政・社会保障制度の構築を図ることは、財政危機


に陥った欧州諸国のように財政状況の悪化が経済や国民生活に悪


影響を及ぼすことを回避するとともに、人々の不安を減らし、消


費を促し経済活動を拡大することを通じて新たな成長の基盤とな


る。 


 


○  そのためには、社会保障・税一体改革を実現するとともに、「日


本再生戦略」を踏まえ、日本再生のための重点分野に大胆に予算


を配分し、社会保障分野を含め聖域を設けずに歳出全般を見直す


ことで、経済成長と財政健全化の両立を図り、市場の信認を確保


しつつ日本経済の再生を図っていくことが必要。 


 


○  また、東日本大震災からの復興、福島の再生を最重要かつ最優


先課題として全力で対応するため、東日本大震災復興特別会計を


活用し、必要な事業を着実に実施。 


 


○  こうした基本認識のもと、財政運営戦略に定めた 2015 年度の基


礎的財政収支赤字の対ＧＤＰ比の半減目標を着実に達成する観点


から、平成 25～27 年度（2013～2015 年度）を対象期間とする今


回の中期財政フレームの改訂を行っていく。 


 


 


資料１ 







 


【公債発行額】 


○  平成 25 年度の新規公債発行額については、市場の信認確保の観


点から、引き続きこれまでの規律（前年度予算の水準を上回らな


いものとするよう、全力を挙げる）を維持することを基本とし、


特例公債法修正案に基づく年金特例公債等、財源が確保された公


債については、昨年度の中期財政フレームにおける復興債の取扱


いと同様、新規公債発行額から除外。 


 


【歳入面での取組】 


○  税制の抜本的な改革については、民主党・自由民主党・公明党


の三党の合意（以下「三党合意」という。）に基づく修正を経て、


消費税法改正法等が成立したところであり、今後、法律および三


党合意に基づき改革を進めていく。 


 


 【歳出面での取組】 


○  昨年 8月に閣議決定された「中期財政フレーム（平成 24 年度～


平成 26 年度）」において定めた歳出の大枠を堅持し、平成 27 年度


（2015 年度）まで継続。 


 


○  平成 26 年度及び平成 27 年度については、社会保障・税一体改


革の一環として財源が確保された上で行われる社会保障の充実等


に係る経費を各年度の予算編成過程において検討し、歳出の大枠


に加算。 


 


○  こうした枠組のもとで、「日本再生戦略」に定めた重点分野に財


政資源を投入するため、省庁の枠を超えた大胆な予算の組替えを


実施。 


 
(注 1) 財政運営戦略においては、中期財政フレームの「改訂に際しては、既存の中期財政


フレームで定められている２か年度分の歳入・歳出両面にわたる取組は原則として


維持する」とされている。 


 


(注２) 24 年１月時点の「経済財政の中長期試算」（内閣府）によれば、一体改革実施後で、


2015 年度の財政健全化目標達成には、国ベースでＧＤＰ比 0.2%程度の財政収支ギャッ


プが残ると見込まれている。 








内閣府年央試算の概要


○ 主要経済指標


▲ 0.0


2.2


1.7


▲ 2.5


▲ 2.0


▲ 1.5


▲ 1.0


▲ 0.5


0.0


0.5


1.0


1.5


2.0


2.5


3.0


平成23年度 平成24年度 平成25年度


実績 今回試算 参考試算


（％、％程度）


実質成長率


名目成長率


民需寄与度


公需寄与度


外需寄与度


▲2.0


1.9


1.9


 24年度の我が国経済は、外需は弱い寄与にとどまる一方、復興需要が引き続き経済成長を押し上げることに加
え、雇用・所得環境が改善していく下で、消費は緩やかな増加傾向で推移すると見込まれる。また、情報通信やエ
ネルギー分野で設備投資が着実に実行されるなど、企業収益の改善を背景に設備投資の増加も見込まれる。こう
したことから、消費や投資など民需が底堅く推移し、景気は緩やかに回復していく。


 消費者物価（総合）は、ＧＤＰギャップ（供給超過）の着実な縮小や、エネルギー価格上昇の影響などから、４年ぶり
の上昇になると見込まれる。


 先行きのリスクとしては、欧州政府債務危機等を背景とした金融資本市場の変動や海外経済の下振れ、円高の進
行とその影響、電力供給の制約とそれに伴うコスト増等が挙げられる。


平成24年8月17日公表


▲０．０ ２．２ １．７


民間消費 １．２ １．７ １．６


民間住宅 ３．８ ２．８ ５．１


民間企業設備 １．１ ３．５ ３．８


０．５ １．８ １．７


０．５ ０．４ ▲０．３


▲１．０ ▲０．０ ０．３


▲２．０ １．９ １．９


消費者物価（総合） ▲０．１ ０．２ ０．５


４．５ ４．３ ４．１


24年度
（％程度）


25年度
（％程度）


実質ＧＤＰ


民需寄与度


公需寄与度


外需寄与度


名目ＧＤＰ


完全失業率


23年度
実績
（％）


○ ＧＤＰ成長率と寄与度


平成24年度 平成25年度平成23年度
実績


資料２－１








1 


 


平成 24 年度の経済動向について（内閣府年央試算） 


 


平成 24 年８月 17 日 


内 閣 府 


 


我が国経済は緩やかに回復しつつあり、復興施策の着実な推進や雇


用・収益環境の持ち直し等を背景とした幅広い国内需要が成長を支え


ている。一方、このところ世界経済が減速し、我が国の輸出にも影響


を及ぼしている。 


今後については、外需は弱い寄与にとどまる一方、復興需要が引き


続き経済成長を押し上げることに加え、雇用・所得環境が改善してい


く下で、消費は緩やかな増加傾向で推移すると見込まれる。また、情


報通信やエネルギー分野で設備投資が着実に実行されるなど、企業収


益の改善を背景に設備投資の増加も見込まれる。こうしたことから、


消費や投資など民需が底堅く推移し、景気は緩やかに回復していくと


考えられる。 


以上を踏まえると、平成 24 年度のＧＤＰ成長率は、実質で 2.2％程


度、名目で 1.9％程度と見込まれる。 


消費者物価（総合）は、ＧＤＰギャップ（供給超過）の着実な縮小


や、エネルギー価格上昇の影響などから、４年ぶりの上昇になると見


込まれる。 


先行きのリスクとしては、欧州政府債務危機等を背景とした金融資


本市場の変動や海外経済の下振れ、円高の進行とその影響、電力供給


の制約とそれに伴うコスト増等が挙げられる。 


 


資料 2－2 
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 主要経済指標 


 


 
平成 23 年度 


（実績） 


24 年度 


(政府経済見通し) 


24 年度 


（今回試算） 


実質国内総生産 ▲ 0.0 2.2 2.2 


 民間最終消費支出 1.2 1.1 1.7 


 民間住宅 3.8 6.3 2.8 


 民間企業設備 1.1 5.1 3.5 


 政府支出 2.2 0.6 1.5 


 政府最終消費支出 1.9 0.8 1.6 


 


公的固定資本形成 2.9 ▲ 1.0 1.0 


財貨・サービスの輸出 ▲ 1.4 6.5 4.8 


（控除）財貨・サービスの輸入 5.6 3.3 4.7 


内需寄与度 1.0 1.8 2.2 


 民需寄与度 0.5 1.6 1.8 


 公需寄与度 0.5 0.2 0.4 


外需寄与度 ▲ 1.0 0.4 ▲ 0.0 


名目国内総生産 ▲ 2.0 2.0 1.9 


完全失業率 4.5 4.3 4.3 


雇用者数 ▲ 0.1 0.8 0.5 


鉱工業生産 ▲ 1.0 6.1 3.0 


国内企業物価 1.4 0.7 ▲ 0.2 


消費者物価（総合） ▲ 0.1 0.1 0.2 


ＧＤＰデフレーター ▲ 1.9 ▲ 0.2 ▲ 0.3 


（注１）平成 24 年度の「政府経済見通し」は、「平成 24 年度の経済見通しと経済
財政運営の基本的態度（平成 24 年 1 月 24 日閣議決定）」で示された見通し。 


（注２）我が国経済は民間活動がその主体をなすものであること、また、特に国際


環境の変化には予見し難い要素が多いことにかんがみ、上表の諸計数はある程
度幅を持って考えられるべきものである。 


（注３）平成 23 年度（実績）の完全失業率及び雇用者数は、総務省の公表値が岩
手県、宮城県及び福島県を除く全国値となっているため、「労働力調査におけ
る東日本大震災に伴う補完推計値」（総務省）をもとに内閣府が全国値を算出
したもの。 


（注４）国内企業物価は、平成 23 年度（実績）及び 24 年度（今回試算）について


は平成 22 年基準であり、24 年度（政府経済見通し）については平成 17 年基
準である。 


（％、％程度） 
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（参考１） 


平成 25年度 参考試算 


 


 平成 25 年度について一定の想定の下に試算すると、実質ＧＤＰ成長率は


1.7％程度、名目ＧＤＰ成長率は 1.9％程度、消費者物価上昇率は 0.5％程度に


なると見込まれる。 


  


 平成 25 年度 


実質国内総生産 1.7 


 民間最終消費支出 1.6 


 民間住宅 5.1 


 民間企業設備 3.8 


 


内需寄与度 1.4 


 民需寄与度 1.7 


 公需寄与度 ▲ 0.3 


外需寄与度 0.3 


名目国内総生産 1.9 


完全失業率 4.1 


雇用者数 0.6 


国内企業物価 0.8 


消費者物価（総合） 0.5 


ＧＤＰデフレーター 0.2 


（注１）本試算は、平成 25 年度のマクロ経済を考えるための機械的試算で
あり、種々の不確実性を伴うため、相当な幅を持って理解される必要が
ある。 


（注２）平成 25 年度の政府経済見通しは、平成 25 年度における政策対応や
今後の経済動向も踏まえ、年末に策定し閣議了解される「平成 25 年度
の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」で明らかにされる。 


 


（％程度） 
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（参考２） 


主な経済指標 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


▲ 2.1


3.3


▲ 0.0


2.2
1.7


▲ 5.0


▲ 4.0


▲ 3.0


▲ 2.0


▲ 1.0


0.0


1.0


2.0


3.0


4.0


平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度


今回試算 参考試算


（％、％程度） ２．実質成長率と寄与度


実質成長率


民需寄与度


公需寄与度


外需寄与度


実績


▲ 2.1


3.3


▲ 0.0


2.2


1.7


▲ 3.2


1.2


▲ 2.0


1.9


1.9


▲ 1.2


▲ 2.1


▲ 1.9


▲ 0.3


0.2


▲ 5.0


▲ 4.0


▲ 3.0


▲ 2.0


▲ 1.0


0.0


1.0


2.0


3.0


4.0


平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度


今回試算 参考試算


（％、％程度） １．国内総生産


実質成長率


名目成長率


GDPデフレーターの変化率


実績
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▲ 5.2


0.7


1.4


▲ 0.2


0.8


▲ 1.7


▲ 0.4
▲ 0.1


0.2
0.5


▲ 1.2


▲ 2.1 ▲ 1.9


▲ 0.3


0.2


▲ 6.0


▲ 5.0


▲ 4.0


▲ 3.0


▲ 2.0


▲ 1.0


0.0


1.0


2.0


平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度


今回試算 参考試算


（％、％程度） ３．物価関係指数の変化率


国内企業物価指数


消費者物価指数（総合）


ＧＤＰデフレーター


実績


5.2


5.0


4.5


4.3


4.1


▲ 1.0


0.3


▲ 0.1


0.5 0.6


▲ 1.2


▲ 1.0


▲ 0.8


▲ 0.6


▲ 0.4


▲ 0.2


0.0


0.2


0.4


0.6


0.8


3.5


4.0


4.5


5.0


5.5


平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度


今回試算 参考試算


（％、％程度）
４．完全失業率と雇用者数


完全失業率


雇用者数変化率（右目盛）


実績
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年央試算に関する付注 


 


１ 寄与度及び完全失業率以外は対前年度比変化率。 


 


２ 試算に当たり、以下の前提を置いた。なお、これらの前提は、作業のための想


定であって、内閣府としての予測あるいは見通しを示すものではない。 


 


 


 


平成 24 年度 25 年度 


（参考試算） （政府経済見通し） （今回試算） 


世界ＧＤＰ（日本を除く）の 


実質成長率（％） 
 3.1   2.7   3.1 


円相場（円／ドル） 77.5  79.3  79.0 


原油輸入価格（ドル／バレル） 113.0 109.4 105.3 


（備考） 


① 世界ＧＤＰ（日本を除く）の実質成長率は、国際機関等の経済見通しを基に算出。 


② 円相場は、平成 24 年８月以後、79.0 円／ドル（同年７月２日～７月 31 日の１か月間の平均


値）で一定と想定。 


③ 原油輸入価格は、平成 24 年８月以後、105.3 ドル／バレル（同年７月２日～７月 31 日の１


か月間のドバイ・スポット価格の平均値に運賃、保険料を付加した値）で一定と想定。 


 


 


 


 








平成25年度予算の概算要求組替え基準
（イメージ）


平成24年8月24日
財務省


資料３







見直し額


全て
ライフ・
農林漁業
の場合


全て
グリーン
の場合


特別重点要求


見
直
し
額
の


～～
４
倍


全て
重点要求
の場合


重点要求


見直し額の


1.5倍


見直し額の


２倍


～～


実際の
特別重点要求額・
重点要求額はこの間
のいずれか


特別重点要求・重点要求（イメージ）


日本再生戦略を踏まえ、
中小企業の活力を最大限活用







・・・・・


・・・・・ ・・・・・


・・・・・


一般要求


財源捻出


Ａ省 Ｂ省 Ｃ省 Ｄ省 Ｅ省 Ｆ省


府省間での大胆な配分見直し


根っこからの府省間横断的な横串的見直し


予
算
編
成
段
階


・・・・・


・・・・・ ・・・・・


・・・・・


特別重点要求・重点要求
（２～４兆円）


見直し額を上回る額を要求


一般要求


各省大臣による組替え


Ａ省 Ｂ省 Ｃ省 Ｄ省 Ｅ省 Ｆ省


概
算
要
求
段
階


71兆円


・・・・・ ・・・・・
Ａ省 Ｂ省 Ｃ省 Ｄ省 Ｅ省 Ｆ省


25
年
度
予
算


歳出の大枠（71兆円）を遵守
府省間の予算配分の大胆なメリハリ付け


71兆円


71兆円
を大きく
上回る


シェア
が増加


シェア
が減少


71兆円
を遵守


平成25年度予算の概算要求組替え基準（イメージ）





